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別添３ 

令和７年度厚生労働科学研究費補助金（厚生労働科学特別研究事業研究事業） 
 

総括研究報告書 
 国民保護事案発生時における要配慮者の避難に際した医療提供体制の向上に資する研究 

 
研究代表者 若井 聡智（国立健康危機管理研究機構 危機管理運営局 DMAT事務局・次長） 

 

研究要旨 
本研究では、国民保護事案発生時に想定される沖縄県先島諸島から九州・山口各県への要配慮者広域避難
をモデルケースとして、避難に際した医療提供体制のあり方を検討した。沖縄県、九州各県および山口県
の分担研究者が、各地域の医療・福祉資源、搬送経路、受入体制等を踏まえて検討を行い、本部体制、搬
送分類、搬送手段、必要人員、情報共有、事前マッチング、給与・補償制度等について整理した。 
その結果、国民保護現地対策本部の下に各県の要配慮者避難調整機能を設置し、福岡空港、鹿児島空港、
鹿児島港を主要搬入拠点とした広域搬送体制を構築する必要がある。また、要配慮者避難は単なる輸送で
はなく、医療・介護を継続しながら行う必要があり、国民保護救護班（仮称）の制度化、要配慮者分類に
基づく搬送設計、EMIS等を活用した情報共有や事前マッチングの必要性が明らかとなった。一方で、搬入
拠点における陸上搬送能力不足、医療・福祉施設の実効的受入余力、個人情報共有制度、社会福祉施設情
報のデジタル化、給与・補償制度等の課題も明らかとなった。今後は、本研究成果を基に、国民保護計画
への反映、広域実動訓練、情報システム整備等を進める必要があると考えられた。 

 
 
研究協力者： 
赤星 昂己（国立健康危機管理研究機構 危機管理
運営局 DMAT事務局） 
齋藤 和之（国立健康危機管理研究機構 危機管理
運営局 DMAT事務局） 
豊國 義樹（国立健康危機管理研究機構 危機管理
運営局 DMAT事務局） 
矢嶋 祐一（国立健康危機管理研究機構 危機管理
運営局 DMAT事務局） 
 
Ａ. 研究目的 
近年の国際情勢の変化を踏まえ、我が国においても
武力攻撃事態等の国民保護事案に対する備えが重
要な政策課題となっている。特に沖縄県先島諸島に
ついては、有事を想定したシミュレーションの検討
が進んでおり、有事の際の大規模な住民避難の必要
性が検討されている。その中には高齢者、障害者、
医療依存度の高い患者、社会福祉施設入所者等、多
数の要配慮者が含まれることが想定される。 
これら要配慮者については、単なる避難輸送ではな
く、医療・介護・福祉サービスを継続しながら広域
搬送を行う必要がある。しかしながら、現行の国民
保護計画では、要配慮者の具体的な搬送体制、搬送
中の医療提供、本部機能、情報共有、人員確保等に
ついては十分に整理されていない。 
自然災害時においては、保健医療福祉調整本部やD
MAT活動拠点本部等を活用し、被災地域内の医療提
供体制維持が行われているが、国民保護事案では、
長距離・大量・同時搬送という特徴を有するため、
既存災害医療体制のみでは対応困難であることが
想定される。 
そこで本研究では、沖縄県先島諸島から九州・山口
各県への広域避難をモデルケースとして、本部体制、
要配慮者分類、搬送体制、搬送中の医療提供、情報
共有、事前マッチング、人員確保、給与・補償制度
等について検討し、国民保護事案発生時における実
効性ある医療提供体制の構築に資することを目的
とした。 
 
Ｂ. 研究方法 

本研究では、沖縄県、福岡県、佐賀県、長崎県、熊
本県、大分県、宮崎県、鹿児島県、山口県の分担研
究者により、それぞれの地域特性や既存医療体制を
踏まえた検討を行った。 
研究班では令和7年度中に複数回の研究班会議を開
催し、各県の分担研究者が事前検討資料を作成・提
出したうえで、指揮命令系統、本部体制、搬送ルー
ト、搬送拠点、SCU機能、要配慮者分類、必要人的資
源、情報共有、受入体制、給与・補償制度等につい
て継続的に議論を行った。 
また、各県において、危機管理部局、保健医療部局、
福祉部局、医師会、災害医療コーディネーター等と
の協議を実施した。宮崎県では、県福祉保健課、危
機管理課、医療政策課、県医師会等との協議結果を
研究班会議に持ち寄り、県内本部体制や搬送体制等
について検討した。 
さらに、国民保護法、国民保護基本指針、各自治体
国民保護計画、EMIS、災害医療体制、医療機関病床
情報、福祉施設定員情報等を用いた資料分析を実施
した。 
加えて、搬送オペレーションの実現可能性を評価す
るため、空路搬送、航路搬送、陸路搬送、新幹線搬
送等を含めた搬送シミュレーションを行い、必要人
員数や搬送能力について検討した。 
（倫理面への配慮） 
本研究は行政資料、統計資料および研究班会議にお
ける政策的検討を中心とした研究であり、患者個人
情報等は取り扱っていないため、「人を対象とする
生命科学・医学系研究に関する倫理指針」の対象に
は該当しないと判断した。 
 
Ｃ. 研究結果 
１．本部体制および指揮統制 
本研究班では、武力攻撃事態等が認定された場合

には、国は事態対策本部（及び武力攻撃等現地対策
本部）を設置し、武力攻撃事態等が認定された地域
および避難住民・要配慮者を受け入れる地域の各都
道府県にも国民保護対策本部が設置されるという
国民保護法上の枠組みを前提として検討を行った。 
さらに、自然災害時における保健医療福祉調整本
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部の運用実績を踏まえ、国民保護事案においても、
国の事態対策本部（及び武力攻撃等現地対策本部）
や武力攻撃事態等が認定された地域および避難住
民・要配慮者を受け入れる地域の都道府県の国民保
護対策本部等の下に、保健医療福祉調整機能を担う
本部を必ず設置する必要があると整理した。 
また、沖縄県および九州・山口各県全体を統括す

るため、九州内に国の「国民保護現地対策本部（仮
称）」を1か所設置し、その下で各県の要配慮者避
難調整本部を統括する体制が望ましいと結論づけ
た。 
福岡県の分担研究では、福岡空港が北部九州側の

最大搬入拠点となることから、空港搬入調整、SCU
運営、県内再搬送調整等を統括する機能が必要であ
り、県単独ではなく国による広域調整機能が必要で
あると指摘された。 
一方、鹿児島県の分担研究では、鹿児島空港およ

び鹿児島港が南九州側の中心搬入拠点となること
から、県本部直轄案と国直轄案の双方が検討された
が、搬送チーム調整や航空機運航調整等を考慮する
と、国現地対策本部直属とする方が合理的であると
整理された。 
山口県の分担研究では、県調整本部と現場搬入拠

点本部を分離し、県本部は資源調整、搬入拠点は現
場オペレーションに専念する二層構造が提案され
た。特に、現場運営と広域資源調整を同一組織で担
うことは困難であり、役割分担を明確化する必要性
が示された。 
宮崎県の分担研究では、事前マッチング済避難者

については、搬入拠点を経由せず、直接最終受入施
設へ搬送する「直接搬送型」の運用を基本とする方
向性が示された。このため、県本部は搬入拠点運営
よりも、事前マッチングや搬送調整を重視する構造
が望ましいと整理された。 
 
２．国民保護救護班の活動範囲 
国民保護救護班（仮称）の活動範囲については、

単なる搬送医療班ではなく、保健医療福祉調整機能
を持つ本部、空港・港の搬送拠点本部、各県搬出・
搬入拠点本部等を支援する機能を有する必要があ
る。さらに、島外搬送前後のチェックポイント、搬
送中の健康管理、搬送先医療機関支援、も活動範囲
に含まれる。 
加えて、事態の進展によっては避難地域外の自衛

隊病院の支援等に伴い、武力攻撃事態特有の医療に
対応する可能性も否定できないことから、これらに
対応する基本知識を有する必要性もある。 
また、国民保護救護班の活動範囲は、将来的には

武力攻撃に限定されないCBRNE災害等への運用も考
慮するべきという研究者の意見も多く聞かれた。 
鹿児島県の分担研究では、搬送を「医療搬送」と

「介護搬送」に大別し、医療搬送については医師・
看護師を主体とした体制、介護搬送については介護
職員や家族を主体とした体制を構築する必要性が
ある。特に、大型バスによる集団搬送時には、避難
者数10名増加ごとに看護師または医師を段階的に
追加配置する必要があると試算した。 
また、航路搬送では、50名を1単位として、DMAT

隊員資格を有する者を含む救護班1隊、医療対応2隊、
介護職10名程度を配置する必要性が示され、2交代
制を前提とすると約44名規模の人員が必要になる
可能性がある。 
宮崎県の分担研究では、重症患者については搬送

途中で医療班を交代させるのではなく、同一搬送班
が最終受入施設まで継続して対応する方が安全性
の観点から望ましいとの考えが示された。 
さらに、山口県の分担研究では、「搬送単位ごと

の最低配置」という概念が提案され、人数比例では
なく、搬送方法ごとに必要最小限の医療・介護人員
を配置する考え方が整理された。 
 

３．搬出拠点の体制 
宮古島および石垣島については、島内の医療機関

や福祉施設が集中している一方、短時間に多数を搬
送可能な車両・人員は限られているため、避難準備
期間中に、搬送用車両、運転要員、医療班等を事前
配置する必要性がある。 
搬送手段については、医療従事者を必要とする

「救急車両」と、介護職等を主体とする「搬送車両」
に分類し、それぞれの人的配置を整理した。 
搬送車両では、護送1および担送1に対して、運転

手1名と介護職等1〜2名を基本構成とした。救急車
両では、護送2および担送2に対して、運転手1名、
医師1名、看護師1名を配置し、担送3についてはさ
らに重症度に応じた追加人員配置を行うこととし
た。 
また、搬出拠点は石垣市および八重山病院に設置

し、病院内に地域本部、健康チェックポイント、要
配慮者避難登録センターを集約配置するべきと整
理した。 
加えて、大分県の分担研究では、搬送そのものより
も「誰をどこへ送るか」というマッチング戦略が極
めて重要であり、病態のみならず、ADL、認知機能、
家族構成等も踏まえた調整が必要であると指摘さ
れた。 
４．空路・航路搬送体制 
空路搬送については、担送3（重担送）を除き、九

州方面への民間機搬送時には、各機に医師1名、看
護師2名を配置することを基本構成とした。 
また、介護については原則として家族同伴を想定

するが、困難な場合には要配慮者2名につき1名程度
の介護職または看護師配置が必要となる可能性が
ある。 
また必要な救護班のチーム数については、沖縄県

国民保護共同図上訓練の想定を使用し、すでに要配
慮者を輸送する航空機の機体数と合計便数につい
ては計画上定められており、その計画上定められて
いる使用予定の航空機機体数と同数の救護班確保
が必要であると試算した結果、57チームが必要とわ
かった。 
航路搬送については、対象者50名を1単位とし、

指揮機能としてDMAT構成1隊、医療対応2隊、さらに
搬送対象者5名に対して1名の介護担当を配置し、合
計22名程度を必要人員として試算した。 
さらに、2交代制を前提とした場合には約44名が

必要となる可能性がある。また、精神科対応や感染
症対応については、DPATや感染症専門家等の関与が
必要であると整理した。 
鹿児島県の分担研究では、鹿児島新港が航路搬送

の主要搬入拠点となることから、到着後の陸上搬送
能力不足が最大のボトルネックになる可能性が指
摘された。特に、1便あたり400名規模の搬送が行わ
れた場合、救急車、DMAT車両、福祉車両、一般バス
等が不足すると、港湾滞留が発生し、ピストン輸送
全体へ影響を与える危険性があると整理された。 
そのため、鹿児島県では、事前マッチング済患者
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についてはSCUを経由せず直接搬送する「直接搬送
方式」を活用し、SCU内では未マッチング患者や容
態変化患者のみを扱う構造が望ましいとされた。 
また、山口県の分担研究では、新幹線を活用した

独歩群搬送の可能性が示され、独歩可能群について
は航空・航路以外の大量輸送手段も組み合わせる必
要性が指摘された。 
宮崎県の分担研究では、高速道路網を主体とした

長距離陸路搬送体制が検討され、鹿児島港から東九
州自動車道等を活用して宮崎県内へ搬送する具体
的ルートが検討された。 
 
５．要配慮者の定義および搬送分類 
本研究では、要配慮者を、医療機関入院患者、社

会福祉施設入所者、在宅人工呼吸器患者、在宅酸素
患者、妊娠36週以降から産後1週間以内の妊婦、移
動に付き添いを要する高齢者・障害者等と定義した。 
一方、移動に介助を要さない透析患者、高齢者、

子ども、外国人等については、本研究における要配
慮者には含めない整理とした。 
要配慮者の搬送分類については、沖縄県において

既に検討・運用されている避難者分類を基礎として
検討を行った。沖縄県では、避難時に必要となる人
的支援や搬送手段を踏まえ、避難者を「独歩１（独
歩）」「独歩２（介護独歩）」「護送１（介護護送）」
「護送２（医療護送）」「担送１（介護担送）」「担
送２（医療担送）」「担送３（重担送）」の７分類
に整理している。この分類は単なる医学的重症度で
はなく、搬送時に必要な医療・介護資源、搬送方法、
搬送時間への耐性等を総合的に考慮した実務的な
分類として構築されている。 
 
（図1. 沖縄県の要配慮者搬送手段の７区分） 

 
研究班において各県の受入体制や搬送オペレー

ションを検討した結果、沖縄県で採用されている7
分類は、要配慮者避難に必要な人的・物的資源を見
積もる上で有用であり、九州・山口各県においても
概ね適用可能であるとの共通認識が得られた。特に、
搬送手段の選定、必要な医療・介護従事者数の推計、
受入施設との事前マッチングを行う際の基礎的な
分類として有効であることが確認された。 
一方で、この7分類は沖縄県における先島諸島か

らの避難を想定して構築されたものであり、今後、
他地域における国民保護事案や広域避難に適用す
る場合には、その妥当性や運用方法についてさらな
る検証が必要であると考えられた。特に、分類間の
境界や医療護送・介護護送の定義、重症患者の取扱
い等については、今後の訓練や実証的検討を通じて
精査していく必要がある。 

また、本分類は主として搬送手段および搬送時に
必要となる人的資源を整理するためのものであり、
避難先でどの医療機関や福祉施設が受け入れるか
を直接決定するための分類ではない。実際の受入施
設の選定に当たっては、各県の医療提供体制、福祉
施設の機能、空床状況、地域特性等を踏まえた個別
判断が必要であり、沖縄県で採用されている7分類
を参考としつつも、最終的な受入先の決定は各受入
県の判断に委ねられるべきものと整理した。 
さらに、山口県の分担研究では、この7分類を基

礎としながら、独歩、介護護送、医療護送、医療担
送、重症個別搬送等に応じて必要な搬送手段や必要
人員を整理し、受入側の観点から具体的な資源見積
もりを行った。また、鹿児島県の分担研究では、人
工呼吸器装着患者等の重症個別搬送に該当する患
者については、原則として沖縄本島内での受入を優
先し、九州本土への広域搬送対象とはしない方向性
とした。 
 

 
６．情報共有およびEMIS活用 
情報共有については、搬送に必要となる資源見積

もり、搬送前のマッチング、搬送中の容態変化対応
という3目的のために必要であると整理した。 
医療機関については、電子カルテや既存医療情報

ネットワークを活用し、CSV等による情報取り込み
が可能であると考えられた。沖縄県においては、「お
きなわ津梁ネットワーク」の活用可能性も想定され
る。 
一方、社会福祉施設については、情報管理方法が

施設ごとに大きく異なり、手書き情報も多いことか
ら、音声・手書き情報もデジタル化可能なシステム
整備が必要であると整理した。 
在宅要配慮者についても、医療機関、訪問看護、

ケアマネージャー、民生委員等から情報収集する必
要がある。 
さらに、情報がデジタル化された時点で、自動的に
搬送カテゴリー分類や必要人的資源見積もりを実
施し、地図上表示できるシステムが必要となる。 
鹿児島県の分担研究では、EMIS基盤を活用し、国

民保護専用チャンネルを構築する方向性が提示さ
れた。また、QRコードおよび共通IDによる避難者識
別・トラッキングの必要性が示された。 
宮崎県の分担研究では、webメール、セキュリテ

ィの高いクラウドストレージ、QRコード、マイナ保
険証等の活用可能性が検討された。 
山口県の分担研究では、まずは紙＋電子の最低限

データセット共有から開始し、段階的にデジタル化
を進める現実的運用案が示された。 
また、個人情報共有については、災害対策基本法と
は異なり、国民保護法では十分整理されていないこ
とから、個人情報共有の法整備が必要であると指摘
された。 
さらに、QRコード等の配布主体についても共通認

識がなく、制度設計上の課題と整理した。 
また、研究班では、要配慮者に関する情報共有シ

ステムのみを医療・福祉分野で独自に整備したとし
ても、避難住民全体の把握や追跡を行うシステムと
連携していなければ、その効果は限定的である。国
民保護事案においては、要配慮者だけでなく一般避
難住民も含めた大規模かつ広域的な避難が想定さ
れることから、避難者全体の所在や移動状況を把
握・追跡する仕組みと、医療・福祉分野が保有する
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要配慮者情報を相互に連携させることが重要であ
る。 
そのため、避難者管理やトラッキングに関する基

盤システムについては、医療分野単独ではなく、ま
た県毎に異なるシステムともならないよう、政府全
体の仕組みとして内閣官房を中心に消防庁及び内
閣府防災と連携して構築されることが望ましい。そ
の上で、EMIS等の保健医療情報システムや、福祉分
野における要配慮者管理システムとのデータ連携
を図ることにより、避難者情報の重複入力を回避し
つつ、要配慮者の所在確認、搬送状況把握、受入調
整等を効率的に実施できる体制を構築することが
必要である。 
さらに、システム整備そのものと同等あるいはそ

れ以上に、システムで管理すべき避難者情報や要配
慮者情報をどのように確保し、継続的に更新してい
くかが極めて重要な課題である。国民保護事案発生
時に初めて対象者を把握しようとしても、迅速かつ
正確な避難調整は困難であり、平時から対象者情報
を整理しておく必要がある。そのため、要配慮者に
ついては、誰が、いつ、どのような情報を収集・更
新し、どの機関が管理責任を担うのかをあらかじめ
明確化しておく必要があると考えられた。 
特に、医療機関入院患者、社会福祉施設入所者、

在宅人工呼吸器患者、在宅酸素患者等については、
避難時に必要となる医療・介護情報のみならず、本
人および家族等の連絡先、緊急連絡体制、搬送時の
留意事項等を含めた情報を平時から整理し、定期的
に更新しておくことが重要であると考えられた。ま
た、こうした要配慮者名簿については、国民保護事
案のみならず大規模自然災害時にも活用可能であ
ることから、平時から自治体、医療機関、福祉施設、
訪問看護事業所等が連携し、継続的に維持・更新す
る仕組みの構築が求められる。 
 
７．保健師活動および病床超過時対応 
避難所や搬送拠点における健康管理のため、保健

師による活動は必要である。 
また、大規模避難により、搬送前には健常であっ

た避難者が搬送途中に体調悪化し、受入医療機関の
病床定員を超えて受け入れる可能性があることか
ら、病床超過時にも診療報酬上の問題が生じないよ
う、国による事前に通知整備が必要である。 
さらに、鹿児島県の分担研究では、高齢者施設の

入所率は平時から95〜98％程度と高く、理論上の空
床数と実際の受入可能数には乖離が存在すること
が指摘された。 
山口県の分担研究でも、実効的受入能力を考慮す

る必要性が示され、単純な病床数のみでは評価でき
ないことが指摘された。 
 
８．給与・補償制度 
給与・補償制度については、国民保護救護班の隊

員として国の計画等に定義し、公務員と同様の補償
が担保されるべきとした。 
また、本部活動も支給対象に含め、日当、時間外

手当等の業務内容や業務時間に応じた各種手当、旅
費等を支給することが必要である。 
さらに、現状の自然災害におけるDMATの派遣にお

いてはないが、所属機関側に発生する代替要員確保
やシフト調整等の負担についても、補填があること
が理想的である。 
補償については、労災等による第一層の補償と、

厚生労働省やその委託機関等が追加的に加入する
傷害保険による第二層補償による二層構造が提案
される。その補償対象としては、第三者損害賠償、
派遣先事故、PTSDや長期健康被害も含めるべきであ
る。さらに、補償範囲としては、原則は武力攻撃予
測事態における活動のため、武力攻撃による健康被
害は想定されないものの、武力攻撃予測事態がいつ
武力攻撃事態に進展するかは図れない可能性もあ
り、また国民保護法に基づく要配慮者の避難に限ら
れない、様々な事案への救護班の活動可能性を鑑み、
武力攻撃やCBRNE事案等の特殊災害等による健康被
害も補償範囲とすることを検討した方が国民保護
救護班の本人や所属機関の管理者は安心できる。。 
さらに、鹿児島県の分担研究では、みなし公務員

制度に相当する補償に加え、医師、看護師、業務調
整員等に対する日額手当の支給を行う案も一案と
して提示された。 
また、山口県の分担研究では、公務災害に相当す

る補償に加えて、国包括保険による二層補償構造が
現実的であると整理された。 
 
Ｄ. 考察 
本研究により、国民保護事案における要配慮者避

難は、自然災害時の災害医療対応とは本質的に異な
る特徴を有することが明らかとなった。 
自然災害では、被災地域内で医療体制を再構築す

ることが中心となる。一方、国民保護事案では、離
島地域から本土への長距離広域搬送が必要となり、
その過程で継続的な医療・介護提供を維持しなけれ
ばならない。 
また、既存DMAT制度は自然災害対応を前提として

いるため、武力攻撃事態等における活動根拠、危険
手当、補償制度等については十分整備されていない。
特にCBRNE災害や武力攻撃を想定した制度設計が必
要である。 
さらに、情報共有についても、医療機関は比較的

電子化が進んでいる一方、社会福祉施設や在宅要配
慮者情報については電子化が十分ではなく、平時か
らの整備が重要であると考えられた。 
加えて、鹿児島新港における陸上搬送能力不足な

ど、実オペレーション上のボトルネックも明らかと
なった。 
今後は、実動訓練やシミュレーションを通じて、

搬送車両数、必要人員数、SCU運営体制等をさらに
具体化していく必要がある。 
 
Ｅ. 結論 
本研究では、沖縄県先島諸島から九州・山口地域

への要配慮者広域避難をモデルケースとして、国民
保護事案発生時における医療提供体制について検
討を行った。 
その結果、九州内に国民保護現地対策本部を設置

し、各県国民保護対策本部下に要配慮者避難調整機
能を設置すること、福岡空港・鹿児島空港・鹿児島
港を中心とした広域搬送体制を構築すること、EMI
S等を活用した情報共有および事前マッチングを行
うこと、「国民保護救護班（仮称）」を制度化する
こと等が重要であることが明らかとなった。 
また、鹿児島新港における搬送能力不足、医療・

福祉施設受入余力不足、情報共有制度未整備、人的
資源不足等の課題も明らかとなった。 
今後は、本研究成果を基に、国民保護計画への具

体的反映、広域実動訓練、情報システム整備、給与・
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補償制度整備、医療・福祉・防災統合運用等を進め
る必要がある。そのためにも、平時から継続的な制
度整備、情報整備、訓練を行うことが極めて重要で
あると考えられた。 
 
Ｆ. 健康危険情報 
特になし 
 
Ｇ. 研究発表 
１．論文発表 
特に無し 
２．学会発表 

 
Ｈ．知的財産権の出願・登録状況（予定を含む） 
１．特許取得 
特になし 
 
２．実用新案登録 
特になし 
 
３．その他 
特になし 
 

特に無し 
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令和７年度厚生労働科学研究費補助金（厚生労働科学特別研究事業研究事業） 

「国民保護事案発生時における要配慮者の避難に際した医療提供体制の向上に資する研究」 
 

分担研究報告書 
 

「国民保護事案発生時における要配慮者の避難に際した医療提供体制の向上に資する研究」 

(沖縄県)  

研究分担者 佐々木秀章 

(所属機関・部局・職名) 

沖縄赤十字病院 救急集中治療部 第一救急集中治療部長 

 

研究要旨 

国民保護法第 32条に基づく国民保護基本指針においては、沖縄県先島地方について、

島外避難の適切な実施を図るため、国の特段の配慮のもと県域を越える広域避難体制の

構築が求められている。あわせて、九州・山口各県をはじめとする地方公共団体との広

域的な連携体制により避難住民の受入体制を整備する必要がある。こうした中で課題と

なるのが要配慮者であり、想定される先島地方からの全島避難においては、全住民約 12

万人のうち約 1割弱を占めるとされている。 

本研究では、要配慮者が空路および航路により避難する際に必要となる調整体制およ

び情報共有のあり方について、九州・山口地域および沖縄県における広域連携の観点か

ら整理した。あわせて、保健医療福祉従事者による搬送支援体制について、積算根拠、

費用負担のあり方および補償の観点から、制度的課題を中心に検討した。 

Ａ．研究目的  

国民保護事案が発生した際、先島５市町

村の要配慮者（入院患者、施設入所者、在宅

医療患者等、約 1万人）を対象に、医療およ

び福祉サービスを継続しつつ、九州・山口地

域へ安全かつ短期間で避難・移送する方策

を事前に検討することが求められている。 

沖縄県では令和４年度から先島住民避難

に関する国民保護訓練が進められており、

これまで一般住民を中心とした枠組みの検

討が行われてきたが、要配慮者への対応が

課題として位置付けられている。特に本分

野では専門的知見が不可欠であり、救急・災

害医療、保健行政、介護・障がい福祉等の関

係者の参画が求められる。本研究では、これ

らを踏まえ、沖縄県の地域特性を考慮した

要配慮者の避難における保健医療福祉提供

体制のあり方を明らかにすることを目的と

する。 

 

Ｂ．研究方法 

 内閣官房、消防庁、沖縄県および先島 5市

町村が実施してきた沖縄県国民保護共同図

上訓練の基本想定および関連資料を収集・

分析した。これらの分析結果を基に、保健医

療福祉および災害医療の観点から、沖縄県

の地理的・社会的特性を踏まえた要配慮者

の避難計画に関する課題を抽出し、実効性

のある避難支援体制のあり方について検討

した。 

  

Ｃ．研究結果 

1. 全体の指揮統制と沖縄県の指揮統制 
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九州・山口および沖縄における要配慮者

対応の最上位本部（以下、大本部）は 1か所

に集約することが適切と考えられ、その設

置場所としては搬入拠点を有する福岡県ま

たは鹿児島県が想定された。大本部の下位

に各県の保健医療福祉調整本部を配置する

構造となる。搬入拠点となる福岡空港、鹿児

島空港および鹿児島港の位置付けについて

は、大本部直下とするか、福岡県・鹿児島県

本部の下位とするかは、各拠点の業務内容

や配置人員、各県の運用方針により異なる

と考えられたが、いずれの場合においても

指揮統制の管理限界を踏まえた体制設計が

必要である。 

沖縄県内の保健医療福祉に関する組織体

制は下記が望ましいと考えられた。要点は

本島では地域本部制をとらず県庁と各拠点

の 2階層とする。一方、先島（宮古保健医療

圏、八重山保健医療圏）においては各々保健

所を中核とした地域本部（地域保健医療福

祉調整本部）を県立病院に設置し、避難登録

および健康チェック等を含めた集中的な管

理を行う体制とする。 

 いずれの階層においても行政本部との連

携が不可欠であるが、行政側の指揮統制の

具体像については十分に示されておらず、

今後の課題と考えられた。 

 

 

 
 

 

2. 福岡空港、鹿児島空港、鹿児島港到着

後〜各県の移動手段 

 

沖縄県側の搬送手段が空路および航路に

限られることから、要配慮者の介護・医療の

状態に応じて下記の 7 区分を設定した。九

州・山口側についてもこの区分に基づき移

動手段の検討を行った。 

 

 

自力歩行（独歩 1（独歩）、独歩 2（介護独

歩））、および座位保持が可能な要配慮者（護

送 1（介護護送））については一般住民と同

様にバスや新幹線等による集団移動を想定

した。 

医療行為を要する護送 2（医療護送）につ

いては民間介護搬送業者または民間救急搬

送業者を活用し、医療従事者が添乗する体

制が望ましいと考えられた。 

担送 1（介護担送）は民間救急搬送業者や

医療機関車両、担送 2（医療担送）は医療従

事者が添乗する医療機関車両による搬送が

適切と考えられた。 

消防救急車については、緊急対応への影

響を考慮し、原則として搬送計画には組み

込まないこととした。ただし、本計画に対し

て全国からの応援隊が得られる場合には、

緊急対応および担送区分の搬送に振り分け

て運用することが想定された。 

なお、担送 3（重担送）については搬送手
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段および搬送時間の制限や安全性の観点か

ら、医療班が添乗する回転翼機で搬送し、沖

縄本島で受け入れる体制とした。 

 

3. 沖縄県における移動手段 

 

沖縄県内の移動手段については、空路は

民間旅客機およびドクターヘリ、消防防災

ヘリ等の関係機関の回転翼機を中心に、ま

た航路は民間フェリー等の活用を含めて確

保に向けた調整が進められていることが確

認された。 

 

（1）二次離島内（石垣島・宮古島を除く

先島諸島） 

 病院や有床診療所は存在せず、福祉施設

は西表島に 1 か所のみである。同施設入所

者については、島内の担送可能な車両によ

り港まで搬送する必要があるが、対象者は

少数であり、島内の車両および人員で対応

可能と考えられた。他の二次離島について

も同様であり、現時点では外部からの保健

医療福祉支援は想定されていない。 

 

（2）二次離島から一次離島への移動 

多良間村については空路による宮古島へ

の移動が計画されており、フェリーも含め

た既存の移動手段と島内人員で対応可能と

考えられた。 

八重山の二次離島については航路による

移動となるが、西表島の福祉施設入所者へ

の支援を除き、保健師等を含む地元人材で

の対応が可能と考えられた。 

 なお、与那国島は二次離島に位置付けら

れるが空港が整備されており、空路により

直接福岡空港へ移動する計画とされている。 

 

（3）一次離島内（宮古島・石垣島） 

医療機関および福祉施設は宮古島および

石垣島に集中しているが、島内の護送・担送

に対応可能な車両および人員は限られてい

る。このため、空路および航路の運用に合わ

せて短時間に多数を搬送することは困難で

あり、避難準備期間中に島内搬送用の車両

および人員（運転要員および医療班）を事前

に派遣する必要があると考えられた。 

 

（4）空路 

宮古島からは宮古空港および下地島空港

を利用して鹿児島空港へ、石垣島からは石

垣空港を利用して福岡空港へ移動する計画

とされた。なお、先島から屋内避難地域とな

る沖縄本島への空路移動については、担送 3

（重担送）を除き現時点では計画されてい

ない。 

 

（5）航路 

空路での移動が困難な要配慮者について

は航路による搬送となるが、宮古および石

垣ともに搬送に使用可能な船舶の確保が課

題として残されている。対象者は担送およ

び護送が中心となるため、船内における垂

直移動手段や適切な療養環境を備えた船舶

が求められる。また、精神疾患や感染症等、

特別な配慮を要する患者に対応可能な船舶

の確保も課題である。 

 航路での移動先は鹿児島港が想定されて

いるが、航走時間は先島〜沖縄本島間で約

半日、沖縄本島〜鹿児島間でさらに約 1 日

を要する。このため、沖縄本島での乗り継ぎ

の可否、健康管理および生活支援の方法、本

島内の搬送および受入れのオペレーション

等について、それぞれ課題があり、今後さら

なる検討が必要である。 
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4. 搬送に必要な医療・介護・福祉関係者

について 

 

 

要配慮者の状態に応じて医療・介護・福祉従

事者の添乗が必要となる。また、搬送手段およ

び所要時間、要配慮者の状態により必要とな

る職種および人員は異なるため、それらを基

本要素として人員配置の設定を行った。 

 

（1）二次離島からの搬送 

・与那国（空路）については、各機に医師 1

名、看護師 2 名の構成とした。なお、本構成

を民間機における機内医療班の基本構成とし

た。 

・竹富町各島（航路）については、西表島の

福祉施設入所者の搬送に限り、医師 1 名、看

護師2名、ロジスティクス要員1～2名（DMAT

構成を参考）を配置することとし、それ以外の

離島については医療班は不要または地元保健

師による対応が可能と考えられた。 

・多良間村については、航路・空路いずれも

地元保健師による対応を基本とした。 

 

（2）一次離島内搬送（宮古島・石垣島） 

搬送手段は医療従事者の要否により、搬送

車両と救急車両に分類した。 

 ・搬送車両では、護送 1 および担送 1 に対

して運転手 1 名と介護職等 1～2 名を基本構

成とした。 

・救急車両では、護送 2 および担送 2 に対

して運転手 1 名、医師 1 名、看護師 1 名を基

本構成とした。担送 3 についてはこれに加え

て重症度に応じた追加人員を配置する構成と

した。 

 なお、救急車両に添乗する医療班は運用の

簡便性を考慮し基本構成を統一した。また、施

設職員や家族の同乗が想定される。 

 

（3）一次離島から沖縄本島および九州への空

路搬送 

沖縄本島への空路搬送については、民間機

の使用は限定的と考えられるが、使用する場

合は医師 1名、看護師 2名の基本構成とした。

担送 3 については回転翼機による搬送とし、

ドクターヘリでは通常運用体制、他機関ヘリ

では医師 1 名、看護師 1 名に加え必要に応じ

て臨床工学技士等の追加配置を想定した。 

九州への民間機についても同様に各機に医

師 1 名、看護師 2 名を配置し、機内急変への

対応を行う体制とした。 

 介護については原則として家族の同伴を想

定するが、対応困難な場合には要配慮者 2 名

につき 1 名の介護職または看護師の配置が必

要となる可能性がある。計画上、3 空港合計で

1 日 51 機（96 便）の運航が想定されており、

同数の医療班の確保が必要となる。 

 

（4）一次離島から沖縄本島および九州への航

路搬送 

航路については、対象者 50 名を 1 単位とし

て、指揮機能に DMAT 構成 1 隊、医療対応に

2 隊、さらに搬送対象者 5 名に対して 1 名の

介護担当（介護職または看護師、計 10 名）を

配置し、合計 22 名程度と試算した。2 交代制

とした場合には約 44 名が必要と見込まれた。 

また、精神・感染症等の特殊対応については

DPAT や感染症専門家等の関与が必要と考え

られた。 

本計画の航路に関わる人員の概数について

は、船舶の収容能力や那覇での乗継の有無に

より大きく変動するため、今後の検討課題と

した。いずれにせよ支援者の業務負担は大き
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く、人員確保は困難となる可能性が高い。 

 

（5）搬出拠点 

搬出拠点は一次離島の基幹病院である県立

宮古病院および八重山病院に設置する。病院

内に地域本部と併設して健康チェックポイン

トおよび要配慮者避難登録センターを集約す

る体制とした。運営には DMAT の活動拠点本

部に準じた外部支援が必要と考えられた。 

 

（6）交代および引き継ぎ 

避難期間（約 6 日間）を考慮し、医療班の

交代は疲労状況に応じて実施する必要がある。

特に航路搬送に従事する班は負担が大きく、

到着後の交代が必須と考えられた。 

なお、先島に派遣される人員は避難期間中

の交通機関の利用が制限されるため、連続し

ての勤務となる可能性がある。 

要配慮者の引き継ぎについては、福岡・鹿児

島の空港・港湾等の搬入拠点到着時に行うこ

とが適切と考えられた。 

 

5. 避難に関わる情報管理について 

 

（1）現行の情報基盤の状況 

現行の医療、介護、障がい福祉に関する情報

システムは、それぞれ独立して運用されてお

り、管理主体も異なっている。医療情報のうち

重要度の高い服薬情報等についてはオンライ

ン資格確認等システムにより把握が可能であ

るが、要配慮者においてはマイナンバーの利

用率が低いこと、また個人情報保護の観点か

ら国民保護事案発生時の利用については十分

に整理されていない。 

 介護情報については、要介護・要支援認定申

請書、主治医意見書、ケアプラン等が参考とな

るが、市町村主体で管理されており全国的な

共有化はなされていない。障害福祉サービス

に関する情報も同様である。現状では、個人番

号に保健医療福祉に関する各種データが統合

的に紐付けられておらず、個別に参照する必

要がある。 

 

（2）求められる情報管理 

避難における情報管理には大きく 3 つの課

題があると考えられた。すなわち、①避難先に

おいて現在受けている保健医療福祉サービス

を継続するための情報管理、②搬送時の医療・

介護・福祉提供およびその記録のための情報

管理、③要配慮者のトラッキングのための情

報管理である。 

 

①保健医療福祉サービスの継続のためには、

関連データの電子化および共有基盤の整備が

必要であり、厚生労働省が推進する全国医療

情報プラットフォームの早期導入が望まれる。

また、要配慮者におけるマイナンバー登録の

促進も必要と考えられた。 

 

②搬送時の情報管理については、特に航路搬

送では 2～3 日を要する可能性があり、通信途

絶も想定される。このため、乗船する要配慮者

の情報を関係者間で共有し、船内において適

切な医療・介護・福祉サービスを提供するとと

もに、実施内容を記録する必要がある。その際、

紙媒体でも運用可能な個人情報様式の整備が

必要と考えられた。 

 

③トラッキングのための情報管理については、

一般住民の避難と同様に QR コードを用いた

システムを要配慮者にも適用し、各ポイント

でのチェックを行うことが想定された。ただ

し、現行案では当該 QR コードはマイナンバ

ーとは連携していない。 
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いずれにおいても、搬送先で医療・福祉に関

する個人情報を個人情報保護に配慮しつつ参

照可能とする体制は未整備であり、今後の検

討課題と考えられた。 

 なお、入院患者については情報量が多岐に

わたるため、通常の診療情報提供書および看

護サマリーに準じた形式での情報提供が適切

と考えられた。 

 

6. 救護班の給与と補償について 

 

 ・給与 

救護班としての活動に要する人件費につい

ては、賃金職員等雇い上げ費として、日当およ

び時間外勤務手当等を支弁することが必要と

考えられる。その際、自然災害時の取扱いを踏

まえ、公的機関、準公的機関その他の所属区分

によって日当の支給対象に差異を設けること

なく、所属機関から派遣された従事者本人に

対して適切に支給されるよう留意することが

望まれる。 

 また、COVID-19 対応時の取扱いを踏まえ、

職種別・業務別の時間給の導入や、特にリスク

の高い地域で支援に従事する者に対する手当

の加算等についても検討が必要と考えられる。

いわゆる危険手当に相当する措置を含め、従

来の自然災害時とは異なる費用支弁のあり方

について整理が求められる。 

 

（参考：厚労省事務連絡 令和 6 年 1 月 11 日

より） 

能登半島地震：人件費 「救護班としての活動

に要する人件費は、災害救助費の賃金職員等

雇上費（実費）として、災害救助法の規定に基

づき支弁されます（独立行政法人国立病院機

構、独立行政法人地域医療機能推進機構、国立

高度専門医療研究センター、公立病院、地方自

治体及び日本赤十字社の現職の有給職員につ

いては超過勤務手当のみ対象。） 

 

・補償 

派遣元に対する補償についても整理が必要

と考えられる。人員を派遣することにより、医

療機関における診療収入の減少や、残存職員

への負担増加が生じる可能性がある。特に国

民保護事案では安全上の懸念が残る状況下で

の派遣となることから、医療機関の理解を得

るためにも、人員派遣に伴う減収等に対する

一定の財政的支援が求められる。 

 また、補償とは別に、診療報酬および介護報

酬における人員配置基準等について特例的な

取扱いをあらかじめ示すことにより、派遣元

の理解が得られやすくなると考えられる。 

派遣された従事者に対する補償については、

制度設計の明確化が不可欠である。すなわち、

武力攻撃事態等の各段階において労働災害補

償制度が適用されることを明確化するととも

に、死亡等の重大事案に備えた保険制度の整

備が必要と考えられる。 

 なお、補償水準については、例えば現行の沖

縄県における離島急患搬送に係る取扱い（職

種により異なるが、医師の場合、死亡補償額２

億円）等を参考とし、同等以上の水準を確保す

ることが望ましい。 

これらを踏まえ、避難対象地域への派遣に

ついては、指定公共機関や DMAT病院等の組織

を中心とした体制とすることが望ましいと考

えられる。個人単位での派遣や人材派遣事業

者の活用については、慎重な検討を要する。あ

わせて、平時からの講習会等を通じた基礎知

識の習得も重要と考えられる。 

 

7. 要配慮者と搬送先施設の事前マッチ
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ングの手順 

 

オンライン資格確認等システムや要介護・

要支援申請書、主治医意見書、ケアプラン等の

電子データの共有が困難な場合には、沖縄側

から搬送先へ必要な情報を個別に準備する必

要がある。しかし、その事務作業量は大きく、

円滑なマッチングには課題があると考えられ

た。 

 理想的には全国医療情報プラットフォーム

の活用が望まれるが、現状では、何らかの情報

共有システムの整備とともに、個人情報保護

に配慮した情報共有のルールおよび運用タイ

ミングをあらかじめ整理しておくことが前提

となる。 

本手順は、限られた情報環境下において段

階的にマッチングを進めることを基本として

整理した。 

 

①沖縄県本部は、大本部に対して搬送区分ご

との要配慮者の概数および搬出拠点を共有す

る。これにより搬出方法および搬入拠点が決

定される。 

②大本部は沖縄県からの情報を基に、各県に

おける搬送区分ごとの受入概数を調整し決定

する。 

③各県本部は受入可能な施設を選定し、受入

可能人数および施設種別とともに大本部へ報

告する。 

④沖縄県本部は、関係機関の承認を得た上で、

搬出拠点ごとの要配慮者の個人情報を電子デ

ータとして大本部へ共有する。 

⑤大本部は搬入拠点に対し、各県の受入施設

リストおよび沖縄県から提供された個人情報

を共有する。搬入拠点はこれを基に受入先の

選定案を作成し、各県本部へ共有する。なお、

搬入拠点には DWAT 等の専門職による支援

が必要と考えられた。 

⑥沖縄県は搬出拠点ごとの空路・航路のタイ

ムテーブルを大本部へ共有し、大本部は搬入

拠点に対して各要配慮者の到着予定を伝達す

る。 

⑦搬入拠点は到着予定時刻等の情報を各県本

部へ共有し、事前に選定された施設への搬送

を開始する。変更が生じた場合には関係本部

間で速やかに情報共有を行う。 

⑧入院患者については、先島地域本部から診

療情報提供書および看護サマリーを、大本部、

搬入拠点または各県本部を通じて受入医療機

関へ送付する。 

  

Ｄ．考察  

  

本研究では、要配慮者の広域避難に関する

現状の課題を整理し、それに基づく対応の方

向性を検討した。国民保護事案は前例がなく、

法的枠組みに加え、特に安全確保に関する不

確実性が大きいことから、避難対象地域とな

る先島地域および沖縄本島において必要な人

的支援を十分に確保できるかについては依然

として課題が残されている。派遣される保健

医療福祉従事者およびその家族、所属機関の

不安を軽減するための環境整備が不可欠であ

り、行政による制度的・運用的支援が求められ

る。 

 一方で、自然災害と異なり一定の準備期間

を確保できる可能性があることから、平時か

らの具体的な対応策の策定および関係機関間

の連携体制の構築が重要であると考えられる。 

  

Ｅ．結論 

 

本研究では、要配慮者の広域避難における

課題および求められる対応策について整理し
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た。課題は多岐にわたり、単一の対策で解決で

きるものではなく、関係機関が連携し段階的

に対応を進めていく必要がある。 

 特に、搬送体制の構築、情報管理の整備、人

員確保および補償制度の確立が重要な要素で

あり、これらを含めた総合的な体制整備が求

められる。 

本研究で示した枠組みは、今後の具体的な

計画策定に資する基盤となるものと考えられ

る。 

  

Ｆ．健康危険情報 

 現時点で特記すべき事項はないが、計画お

よび対策が十分に進まない場合には、国民保

護事案に伴う健康リスクの増大が懸念される。 

 

Ｇ．研究発表 

1. 論文発表 

該当無し 

2. 学会発表 

該当無し 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

（予定を含む。） 

本研究に関連する知的財産権の出願・登録

はない。 

1. 特許取得：無 

2. 実用新案登録：無 

3. その他：無 
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令和７年度厚生労働科学研究費補助金（厚生労働科学特別研究事業研究事業） 

「国民保護事案発生時における要配慮者の避難に際した医療提供体制の向上に資する研究」 
 

分担研究報告書 
 

「国民保護事案発生時における要配慮者の避難に際した医療提供体制の向上に資する研究

(宮崎県)」 

研究分担者 落合 秀信 

宮崎大学医学部病態解析医学講座 救急・災害医学分野 教授 

 

研究要旨 

国民保護において、有事の際の宮崎県における要配慮避難者の受け入れについて、調整本部体

制、搬送方法、搬送に必要な人員等、受け入れキャパシティ、情報管理、事前マッチングの手

順などについて検討を行った。 

Ａ．研究目的  

  国民保護において、有事の際の九州・山口・

沖縄における本部体制や避難者の搬送手順、情

報共有等必要となる事項について協議しシミュ

レーションや実際の運用につなげる。 

                                                      

Ｂ．研究方法 

 宮崎県における本部体制や搬送体制、搬送手

段、情報共有等について県福祉保健課、危機管

理課、医療政策課、県医師会と協議を行い、そ

の結果を班会議において検討を行った。 

（倫理面への配慮） 

 今回の研究では、個人情報は扱わないので、

該当しない。 

 

Ｃ．研究結果 

1. 九州・山口・沖縄を含む全体の組織図（指

揮系統図）と自県での本部体制・受け入れ拠点

の設置について 

 

① 全体の組織図について 

上記 2 つが提案された。本県としては、事

前マッチングが終了している避難者について

は、直接最終目的地へ搬送し、受け入れ先が

決まっていない避難者のみを受け入れ拠点に

集約し調整を行う方向としているので、B案の

方向で考えている。 

 

② 宮崎県における組織図 

下図に示す。本部の設置場所は、宮崎県防災

庁舎 3階総合災害対策部室の予定としている。 
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2. 福岡空港、鹿児島空港、鹿児島港到着後〜本

県への移送手段 

本県は、鹿児島空港並びに鹿児島港へ到着し

た避難者の受け入れを行う。 

経路としては、以下の 2つを考えている。 

 

① 鹿児島空港へ到着した傷病者は、九州自動

車道→宮崎自動車道を経由して大型バスやタ

クシー、福祉車両、救急車両などを利用して

宮崎市内もしくは都城市内へ搬送する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 鹿児島港へ到着した傷病者は、九州自動

車道→東九州自動車道→都城志布志道路→宮

崎自動車道を経由して大型バスやタクシー、

救急車両などを利用して宮崎市内もしくは都

城市内へ搬送する。 

 

 

 

3. 県内における移送手段 

基本的に車両による陸路搬送で考えている。

車両としては、大型バスや乗り合いタクシーな

どの利用を検討している。また、避難者の病状

や ADL、介護度に応じて、福祉車両や救急車など

の利用も検討している。 

 

 

4. 移送に必要な医療・福祉関係者の役割と必要

数、チーム構成などについて 

 

① 県内における搬送並びに搬送拠点の考え方

について 

本県では、事前マッチングにより受け入れ施

設が決定している場合は、受け入れ拠点を通さ

ず、直接受け入れ施設まで搬送する。一方事前

に受け入れ施設へのマッチングが終了していな

い場合は、いったん都城市内もしくは宮崎市内

の受け入れ拠点 (場所は未定) へ集約し、そこ

で受け入れ先の調整を行う。 

 

② 移送に必要な医療・福祉関係者の役割と必要

数、チーム構成について 

 

宮崎市内の施設 

都城市内の施設 
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全身状態の不安定な患者の医療搬送については、

搬送要員 (特に医師・看護師) の交代は行わず、最

終受け入れ施設まで同じスタッフで搬送した方が

望ましいと思われる。一方比較的安定しているが医

療や介護が必要な避難者については、搬送班は全国

公募の方向と伺っているが、必要数の搬送班を確保

できなかった場合、本県より鹿児島空港や鹿児島港

などの拠点に到着した段階で迎えに行くもの 1つの

方法かと思われる。 

 

③ 受入医療機関支援 

適宜ニーズを県国民保護対策本部で収集し、

必要時に災害医療派遣チーム(DMAT)や医師会な

どと調整を行う方向としているが、本県では現

段階においてこの件における詳細な検討はまだ

行っていない。ちなみに DMATは、国民保護法の

枠組みでの活動は規定されていないので、新た

な制度設計が必要と思っている。 

本県における受け入れ医療機関キャパシティの

算出であるが、一般病床・精神科病床については、

全病床数の 5%が妥当と考えている。その理由とし

て、万が一事態認定され避難が開始になっても、

九州は攻撃を受けているわけではなく一般の医療

機関には危機感はないと思われる。そのようなな

か、入院待ちの患者を飛び越して、あるいは検査

や急がない手術待ちの患者の退院を進めて病床を

確保することには困難があるかと思われるためで

ある。一方社会福祉施設については、平時から空

きが少ない上に即座の退所は困難で、さらに入所

待ちも多いと予想されるので、全入所定員の 1%と

するのが妥当と考えている。 

 

 

5. 避難に関わる情報管理（事前、避難中、避難

後の情報共有方法の確立）について 

 

① 宮崎県における基本的な考え方 

情報伝達共有手段については、県内は通常状

態であるので、既存の web メールやセキュリテ

ィの高いクラウドストレージシステムの活用を

検討している。 情報の管理については、福祉保

健対策室の総括班において要配慮者情報の一元

管理を検討している (上記 1-② 組織図を参照)。 

 

② 事前の情報管理について 

沖縄県との避難者の事前マッチングにおい

ては、フォームを作成し、それを BOXなどのセ

キュリティの高いクラウドストレージシステ

ムの共有を考慮している。事態認定された場合、

自県にどの地域の避難者が搬送される予定かを

洗い出し、医療情報についてはマイナ保険証の参

照と必要最小限の診療情報提供書 (可能であれ

ば) の準備があれば、搬送後の受け入れ先の混乱

は少ないかと思われる。介護情報については、マ

イナ保険証に情報を載せることは不可能である

ので、さらなる検討が必要と思われる。マッチン

グの段階では、詳細な医療・介護情報は必要では

ないと思われるので、個々の避難者の概要が把握

できるリストを作成し (項目については要検討)、

沖縄県と受け入れ県との間で先に述べたクラウ

ドストレージなどを利用し共有する形が良いと

思われる。 

 

③避難中の情報管理について 

搬送カテゴリーについては、本県でも沖縄県が

用いる 7分類を引き継ぐ方が混乱は少ないと考え

ており、その方向である。ただし精神や特殊疾患

などは既存 7分類では十分に扱えないので、検討

が必要と思われる。 

避難者のトラッキングについては、QR コード
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などで管理する方が簡便と思われる。入院や入

所が必要な避難者については、ID を振り分けて

管理する方が情報の引継ぎに際し有用と思われ

る。 

 

④ 避難後の情報について 

本県に搬送された避難者については、搬送班

より QR コードやメール、セキュリティの高い

SNS などを利用して県国民保護対策本部が搬送

完了の報告を受ける。県国民保護対策本部は、

搬送終了の情報をリスト化し、厚生労働省現地

調整本部へ報告する。 

 

 

6. 救護班の給与と補償について 

① 給与について 

最終制度設計は国の今後の整理に委ねること

になると思われる。ただ、救護班への給与や費

用支弁はあるべきと考える。その際、危険手当

等も考慮すべきと思われる。  

 

② 補償について 

こちらの方も給与と同様、最終制度設計は国

の今後の整理に委ねることになると思われる。 

国が保険に入り、そこから補償される形が望ま

しいと思われるが、万が一の労災等の適用につ

いても検討が必要と思われる。補償の整備は必

須と思われる。 

 

 

7. 要配慮者と搬送先施設の事前マッチングの

手順について 

① 事前マッチングを開始する時期について 

事態認定される前は国民保護法の適応にはな

らないため公式に動くことは困難と思われるが、

事態認定されてから避難まではあまり時間がな

いと思われるので、予兆を把握した段階で、沖

縄県側と九州各県が情報を共有し、可能であれ

ば公式ではなく担当者レベルで少なくとも入院

を必要とする要医療者や手厚い介護が必要な

方々の事前マッチングを開始する方が良いと思

われる。 

 

② 事前マッチングの手順について 

すでに沖縄県が、地域別に受け入れ県を想定

しているので、時間的余裕がある場合は、沖縄

県側と受け入れ県側で行い、これを厚生労働省

現地調整本部が把握する形がスムーズかと思わ

れる。しかしながら時間的余裕があまりない場

合は、沖縄県側の負担を考慮し、厚生労働省現

地調整本部が沖縄県からの情報を一手に引き受

けて受け入れ県を決定し、マッチングを行う形

が現実的かと思われる。 

事前マッチングにおいては、まず必要な最低

限の避難者情報にかかる項目を決定し一元化す

る必要があると思われる。情報項目が決定した

後は、沖縄県が避難者ごとに情報をリスト化し、

あらかじめ受け入れ先が決まっている県の国民

保護対策本部 (時間的余裕のない場合は、厚生

労働省現地調整本部へ九州各県との事前マッチ

ングを依頼) へクラウドストレージなどを用い

て共有し調整を依頼する。この際、受け入れ県

の国民保護対策本部は、受け入れ施設の決定に

おいて追加情報が必要であれば、沖縄県側へメ

ール等で問い合わせる。受け入れ県の国民保護

対策本部は、沖縄県から送られてきた事前リス

トを県医師会や県社会福祉協議会と共有し受け

入れ施設の選定を依頼する。個々の受け入れ先

が決定したら、受け入れ県は、先の避難者リス

トに受け入れ施設名等を記載し、沖縄県もしく

は厚生労働省現地調整本部へクラウドストレー

ジなどを用いて報告する。 

 

 

Ｄ．考察  

 国民保護において、有事の際の宮崎県におけ
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る要配慮避難者の受け入れについて、調整本部

体制、搬送方法、搬送に必要な人員体制、受け

入れキャパシティ、情報管理、事前マッチング

の手順などについて検討を行った。 

自県における本部体制についてはすでに県危

機管理課や福祉保健課、関係部署との間で確立

されている。 

搬送経路については、高速道路を用いた車両

による搬送が主体であるが、日豊本線 (鹿児島

空港であれば JR 加治木駅、鹿児島港であれば、

JR 鹿児島駅) の利用も検討の余地があると思わ

れる。その際、到着地から最寄り駅までの陸路

搬送手段に関する追加検討が必要になる。搬送

する医療チームについては、厚生労働省におい

ても国民保護救護班の枠組みが設置される方向

とのことだが、必要数が確保できるとは限らな

いため、、受け入れ県側から迎えに行く要員の確

保も検討した方が良いと思われる。 

沖縄県が事前に検討している受け入れ先(県)

の情報から考慮すると、要入院者にかかる本県

の受け入れキャパシティは十分と思われるが、

社会福祉施設については検討の継続が必要と思

われる。 

避難に関わる情報管理については、基本的に

本県への搬送は陸路であり、かつ定常時である

ので、web環境が使用可能である。よってセキュ

リティの高いクラウドストレージの共有や電子

メールを活用が可能と思われる。事前マッチン

グにおいては、マッチングに必要な個々の情報

の洗い出しとリストのひな形作成が必要である。

また、搬送中ならびに搬送完了にかかる情報に

ついては、個々の避難者に ID (QRコード) を割

り振り管理するのが簡便と思われる。その際、

搬送情報は、沖縄県からの避難者が到着する鹿

児島県もしくは福岡県と受け入れ県、そして厚

生労働省現地調整本部の 3 者で共有できる仕組

みづくりが必要と思われる。 

救護班の給与と補償については、最終制度設

計は国の今後の整理に委ねることになると思わ

れるが、救護班への給与や費用支弁、危険手当、

補償、万が一の労災等の整備は必須と思われる。 

 

 

Ｅ．結論 

 国民保護において、有事の際の宮崎県におけ

る要配慮避難者の受け入れについて、調整本部

体制、搬送方法、搬送に必要な人員等、受け入

れキャパシティ、情報管理、事前マッチングの

手順などについて検討を行った。今後国の制度

設計も含めてさらに詳細を詰めていく必要があ

ると思われる。 

 

 

Ｆ．健康危険情報 

 該当なし。 

 

 

Ｇ．研究発表 

1. 論文発表 

無し 

2. 学会発表 

無し 

 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

1. 特許取得：なし 

2. 実用新案登録：なし 

3. その他：特記なし 
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令和７年度厚生労働科学研究費補助金（厚生労働科学特別研究事業研究事業） 

「国民保護事案発生時における要配慮者の避難に際した医療提供体制の向上に資する研究」 
 

分担研究報告書 
 

「国民保護事案発生時における要配慮者の避難に際した医療提供体制の向上に資する研究

(熊本県)」 

研究分担者 奥本 克己 

(所属機関・部局・職名) 

熊本赤十字病院・集中治療科・部長 

研究要旨 

国民保護事案が発生した際に、先島５市町村の要配慮者を九州・山口へどのように避

難・移送するかにおいて、熊本県の状況も踏まえて九州全県で全 4回の会議にて検討を

行った。全体の組織図として、国の現地対策本部が福岡に設置され、到着拠点を管理す

ることが望ましい。各県の体制は県ごとに検討される。各県に受入拠点が設置され、医

療機関等への搬送が事前に決まっている場合以外の要避難者の集積の用途となる。必要

な人員や搬送手段、情報管理と事前マッチング、救護班の補償等については今後の検討

事項である。 

 熊本県では受入拠点が熊本市と八代市の 2カ所に想定され、組織図としては県直下に

受入拠点が、その直下に受入機関が入ることを想定した。受入キャパは病床数の 5%で

計算したが、実際に確保しているわけではないため、時期によっては厳しいこともあり

うる。具体的な受入機関・人員については今後の検討課題である。 

Ａ．研究目的  

 国民保護事案が発生した際に、先島５市

町村の要配慮者を九州・山口へどのように

避難・移送するかにおいて、熊本県の状況

を検討すること。 

Ｂ．研究方法 

 研究分担者、熊本県担当部局(医療政策課、

危機管理防災課)の話し合いに、熊本県災害

医療コーディネーターへのアンケート調査

を加味して行う。 

（倫理面への配慮） 

 なし 

Ｃ．研究結果 

1. 九州・山口・沖縄を含む全体の組織図

（指揮系統図）と自県での本部体制・

受け入れ拠点設置＝組織図（指揮系統

図） 

 全体の組織図は、福岡市内に置かれ

る国の現地対策本部が福岡空港・鹿児

島空港・鹿児島港を直轄管理するのが

望ましいと考える。受入側の熊本県は、

受入拠点が複数になる可能性を考え

ると、県の直下には受入拠点を置き、

受入拠点がその地域の受入先を管理

する形が望ましいと考える。 

2. 福岡空港、鹿児島空港、鹿児島港到着

後〜各県の移送手段 

 福祉車両・福祉タクシー・救急車を

想定。同時に多数の要配慮者の到着が

あるため、搬送手段不足による到着拠

点での要配慮者滞留が予測される。到

着拠点にも受入拠点同様、SCU 的な機

能が求められる。 

3. 各県内における移送手段 

    福祉車両・福祉タクシー・救急車

を想定。 
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4. 移送に必要な医療・福祉関係者の役割

と必要数、チーム構成など 

・各搬送拠点（SCU のイメージ、体調

チェックも含む） 

 医療機関へ搬送が事前に決まって

いる場合は直接行ってもらうが、それ

以外は一旦受入拠点に集積させる方

が安全である。 

・搬送 

 県内の医療者は受入れに集中させ

るのであれば、到着拠点からの搬送要

員は県外から確保できた方が良く、受

入拠点からは県内の人員でカバーす

べきであろう。医療搬送のみに医師を

同乗させる案が現実的。 

・受入医療機関支援 

 一カ所の機関に多数の要配慮者が

来る想定ではないため、支援は不要と

考える。 

5. 避難に関わる情報管理（事前、避難中、

避難後の情報共有方法の確立）につい

て 

 災害と異なり、事前情報収集は可能

と思われる。主に避難中の情報管理は

現場に負担がかからないような共通

ID や QR コードの使用が望ましく、入

力項目も最低限にしたい。トラッキン

グは最重要であるため、容易な方法が

望まれる。 

6. 救護班の給与と補償について 

・給与 

・補償 

 本人だけではなく所属機関にも支

弁があるべきと考える。 

7. 要配慮者と搬送先施設の事前マッチ

ングの手順 

 事前マッチングがどのタイミング

で行われるかにもよるかとおもわれ

るが、集積所が立ち上がる前段階であ

れば、県本部での情報集約とリスト作

成となり、災害拠点病院を中心とした

医療機関とのオンライン会議等で要

配慮者情報の共有がなされていくイ

メージを考える。 

Ｄ．考察  

   自然災害における広域搬送と異なり

事前予測が可能であるため、平時より

地域単位でのおおよその事前マッチン

グができていれば有事のマッチングは

よりスムースになると考える。 

   鹿児島、福岡の到着拠点での搬送手

段不足による要配慮者のスタックは十

分に想定されるため、SCU的機能の準備

が重要である。 

受入キャパシティーの予測は困難で

あるが、思っていたよりは 1 機関当た

りの受入人数は多くなさそうであるた

め、5%計算で十分に対応できると推測

されるが、時期によっては厳しいこと

も考えられる。また、国民保護時に一

時的に定員を増やす指示があればより

対応がスムースになる。 

Ｅ．結論 

   九州山口の受入側に国の本部が設置

され、福岡・鹿児島に到着拠点までを

統括する体制ができそうである。移送

手段・人員については今後も検討が必

要である。情報管理には現場の負担が

少ない方法が望まれる。救護班の補償

等、事前マッチングの手順、について

も今後の課題である。 

熊本県では、受入拠点が複数になる

ことが想定されるが、具体的な受入機

関も含めてまだ具体的なことは検討さ

れていない。 

Ｆ．健康危険情報 
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Ｇ．研究発表 

1. 論文発表 

なし 

2. 学会発表 

なし 

（発表誌名巻号・頁・発行年等も記入） 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

（予定を含む。）なし 

1. 特許取得：なし 

2. 実用新案登録：なし 

3. その他：なし 
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令和７年度厚生労働科学研究費補助金（厚生労働科学特別研究事業研究事業） 

「国民保護事案発生時における要配慮者の避難に際した医療提供体制の向上に資する研究」 
 

分担研究報告書 
 

「国民保護事案発生時における要配慮者の避難に際した医療提供体制の向上に資する研究

(佐賀県)」 

研究分担者 ”小山敬“  

(所属機関・部局・職名) 地方独立行政法人 佐賀県医療センター好生館 災害対策室 

研究要旨 

 国際情勢の緊迫化に伴い、武力攻撃事態等の国民保護事案が発生する可能性が懸念さ

れており、この際、特別な支援を要する要配慮者の避難について方策を検討する必要が

ある。沖縄県先島諸島からの避難をモデルケースとして、円滑安全な避難・搬送のため、

組織体制や移送手段、情報管理や救護班の編成などについて検討を行った。 

Ａ．研究目的  

 国際情勢の緊迫化に伴い、武力攻撃事態

等の国民保護事案が発生する可能性が懸念

されており、この際、特別な支援を要する

要配慮者の避難について方策を検討する必

要がある。具体的には運用の組織体制、移

送手段、情報管理や救護班の編成などであ

る。これらについて、受け入れ側の視点か

ら、佐賀県特有の地勢、医療状況などを踏

まえ検討し、さらに他県分担研究者らとの

議論を経て、基本的な一定の方策を提案で

きるものとしたい。 

  

Ｂ．研究方法 

 研究代表者主導の元、下記 C. 研究結果に

項目として挙げられるような個別テーマに

関して、まず佐賀県の実情について、行政

担当者からの情報提供や医療機関実勢など

の公開情報収集をもとに、検討を行った。 

 そのうえで他県にも応用できる、あるい

は他県分担検討者の検討を取り入れること

などを研究班全体で議論し、汎用性をもた

せることを企図した。 

（倫理面への配慮） 

特に倫理面で配慮を要するような、個人

情報や、人、実験動物の生命に関わるよう

な要素はない。 

  

Ｃ．研究結果 

1. 九州・山口・沖縄を含む全体の組織図

（指揮系統図）と自県での本部体制・

受け入れ拠点設置＝組織図（指揮系統

図） 

 九州・山口で要配慮者を受け入れる

場合、受け入れ拠点となる空港・港に

国側で管理する本部を置くことがよ

いと思われる（以降九州内の大本部な

どと記述）。 

 すでに一般避難者の受け入れに関

して、たとえば佐賀県内には県内受け

入れ拠点を２箇所設置する計画があ

り（「避難住民の受入れに係る佐賀県

の初期的な計画」２０２５年３月）、

他県においても同様の計画と思われ

る。この拠点に付随した形で、要配慮

者の受け入れ拠点を置くことが望ま

しいと考えられた。 

 佐賀県であれば１～２箇所の受け

入れ拠点を置き、そこで未マッチング

の要配慮者を含め、身体状況、情報を

確認整理し、医療機関や社会福祉施設

等へ搬送する流れとなることを提案



23 

 

する。 

2. 福岡空港、鹿児島空港、鹿児島港到着

後〜各県の移送手段 

重症度に応じ、ドクターヘリなど航

空機、救急車などを利用することが考

えられる。県をまたいだ搬送となり、

国、各県で基本的な方針を共有する必

要がある。 

3. 各県内における移送手段 

前項と同様重症度に応じ、ドクター

ヘリなど航空機、救急車などを利用す

ることが考えられる。ただしドクター

ヘリの利用は地方リソースの全体共

有という面を考慮すると、急変時対応

など使える場面は限定的と思われる。 

4. 移送に必要な医療・福祉関係者の役割

と必要数、チーム構成など 

・各搬送拠点（SCU のイメージ、体調チ

ェックも含む） 

前項１．の通り搬送拠点としては、

県内１～２箇所の拠点を設けること

を提案する。各拠点に情報管理や、必

要に応じての再トリアージや急変対

応を行う医療者が必要である。従来一

般自然災害で検討されてきた DMAT の

搬送拠点のイメージが近い。 

・搬送 

  搬送にあたって必要な人員につい

て、沖縄県提案の ADL、重症度に応じ

た 7 区分に基づき、具体数を提案す

る。ただし実際に提供できる人員リ

ソースには限りがあり、あくまで理

想的なケースで機械的に提示した参

考例とされたい。 

① 独歩１ 誘導あれば一人で歩行   

バスなど移送単位ごと３０～

４０名程度まで一括したうえで、

単位あたり看護師または介護士

１名。 

② 独歩２ 介助で歩行可能 

バスなど移送単位ごと３０～

４０名程度まで一括したうえで、

単位あたり看護師１名＋介護職

５名（確保可能な介護職に応じて

変動しうる） 

③ 護送１ 座位可能 医療不要 

バス、航空機など移送単位ごと

１０名程度まで一括したうえで、

単位あたり看護師１名＋介護職

５名（確保可能な介護職に応じて

変動しうる） 

④ 護送２ 座位可能、要看護師 

バス、航空機など移送単位ごと

１０名程度まで一括したうえで、

単位あたり医師１名＋看護師２

名＋介護職５名 

⑤ 担送１ 医師看護師不要 

車両、航空機など移送単位ごと

４名程度まで一括したうえで、単

位あたり看護師または介護士計

３名 

⑥ 担送２ 要医師看護師 

車両、航空機など移送単位ごと

４名程度まで一括したうえで、単

位あたり医師１名＋看護師また

は介護士計３名 

⑦ 担送３ 人工呼吸器など重症 

１名につき医師１名＋看護師

１名 

・受入医療機関支援 

受け入れ医療機関支援について

は、本土九州・山口の医療機関その

ものの被災などはないとはいえ、一

定数の人員が必要となる可能性が

ある。今後の検討となる。 

5. 避難に関わる情報管理（事前、避難中、
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避難後の情報共有方法の確立）につい

て 

個人の身柄に付帯して送られる情

報媒体としては、搬送事前、搬送中な

どいずれのタイミングでも基本は従

来の災害で使われてきた「災害時標準

診療記録」および「医療搬送カルテ」

が、医療者の馴染もありよいと思われ

提案する。 

ただしこれらは手書きベースなの

でそれをどのように効率的に情報共

有するかについて検討が必要である。

標準診療記録に規定されるメディカ

ル ID をベースに、クラウドスプレッ

ドシートなどで一覧管理、詳細なカル

テ内容については紙をスキャンある

いはデジカメ写真化してのクラウド

共有などがよいかと思われる。 

EMIS は今後アップデートが検討さ

れていると聞いているが、現状の

EMIS の搬送管理機能では共有できる

情報に限りがあり、上記方法を提案す

る。 

QR コードは利用できない避難者・

要配慮者がいる場合の取りこぼしの

問題があるが、みなが利用できる形

（アプリの用意など）で敷衍できれば

非常に有用と考えられる。鹿児島県や

佐賀県における原子力防災訓練にお

いて、避難者の情報管理に QR コード

を用いて一定の評価を得ている。個人

に付帯して送られる物理メディアは

QR コードを記したタグのみとして、

オンラインで管理する方法も考えら

れる。ただし、事前の関係者への周知

や習熟が必要となる。 

6. 救護班の給与と補償について 

・給与 

武力攻撃事態等における国民の保

護のための措置に関する法律第百五

十四条などに基づき、自然災害に準じ

て柔軟に運用されることが望ましい

と考える。 

・補償 

 保証についても給与同様と考える。 

7. 要配慮者と搬送先施設の事前マッチ

ングの手順 

 要配慮者の情報に基づき、可能であ

れば各県に要配慮者が到着以前に、九

州内の大本部などと各県本部内で調整

が行えれば望ましい。 

 ５で述べた情報管理に基づいたマッ

チングを行うことになるが、要配慮者

の数とタイムスケジュールを考えたと

き、完全や最良を求めた精緻なマッチ

ングは困難である可能性が高い。沖縄

発の情報をもとに、各県別の受け入れ

人数比率を各県別既存病床や施設収容

人数などをもとに算出し、各県本部で

具体的な施設マッチングを行い、九州

内の大本部に報告する形がよいのでは

ないかと考える。 

 事前マッチングが困難なケースある

いは事態であれば、県内の搬送拠点で

マッチングを行う。急変時も同様。 

 

Ｄ．考察 

 本部体制や搬送手段、情報管理などに

ついての検討考察を行った。研究班の議

論においては、他県の分担研究者と概ね

同様の意見となった。すなわち、過去の

災害に学んでいる我々は、一般自然災害

と同様の手法をある程度持ち込むことが

可能と判断していると考える。 

 一方で人員派遣の枠組みや給与・補償

などについては、法体系なども異なる点
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があり、実効には法制度や解釈の妥当性

検討なども必要である。 

  

Ｅ．結論 

 研究代表者主導のもと、佐賀件の地勢

や医療環境に基づいた考察を行い、提案

をした。本部体制や搬送手段、必要な人

員、情報管理などについて一定の具体的

検討を行ったが、実際に本稿で取り上げ

るような事態が発生したときに有効な計

画や枠組みを作るには、法制度や行政の

バックアップ、地域関係者への事前周知

や協力が不可欠であり、これらについて

今後も検討が必要である。 

 

Ｆ．健康危険情報 

 なし。 

 

Ｇ．研究発表 

1. 論文発表 

 なし。 

2. 学会発表 

 なし。 

（発表誌名巻号・頁・発行年等も記入） 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

（予定を含む。） 

1. 特許取得： 

なし。 

2. 実用新案登録： 

なし。 

3. その他： 

なし。 
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令和７年度厚生労働科学研究費補助金（厚生労働科学特別研究事業研究事業） 

「国民保護事案発生時における要配慮者の避難に際した医療提供体制の向上に資する研究」 
 

分担研究報告書 
 

「国民保護事案発生時における要配慮者の避難に際した医療提供体制の向上に資する研究

(鹿児島県)」 

研究分担者 吉原 秀明  

(鹿児島市立病院 救急科 部長) 

 

研究要旨 

先島諸島（石垣市・竹富町・与那国町・宮古島市・多良間村）を対象地域とした武力攻撃

予測事態下における国民保護事案を研究モデルとし、同地域の要配慮者（入院患者・施設

入所者・在宅医療患者等、約 12,000 名）の九州・山口への広域避難移送に際して、鹿児島

県が担う医療提供体制のあり方を検討した。鹿児島県は、鹿児島新港（航路）および鹿児

島空港（空路）において医療担送・介護担送・護送・独歩レベルの要配慮者（重担送患者

は沖縄本島側で対応）を受け入れる主要な窓口県として位置づけられており、受け入れ体

制の具体的な構築が急務である。本研究では令和 7 年 11 月から令和 8 年 3 月にかけて計 4

回の班会議に参加し、（1）九州・山口全体の指揮系統・組織図、（2）受け入れ拠点から各

県への移送ルート、（3）移送に必要な医療・福祉関係者の役割と必要数、（4）情報管理の

あり方、（5）救護班の給与・補償のあり方、（6）事前マッチングの手順について議論し、

鹿児島県としての見解を提示した。特に、鹿児島新港での下船後の陸上搬送手段の確保が

計画上の最大のボトルネックとなり得ることを明らかにした。鹿児島県本土の受け入れキ

ャパシティとして、急性期病床約 9,967 床（目安 1%で約 498 床）、高齢者施設定員約

41,500 人（目安 5%で約 2,075 人）の概算を算出した。 

Ａ．研究目的  

  国民保護事案発生時、特に武力攻撃予測

事態下において先島諸島の要配慮者を九州・

山口へ避難・移送するシナリオを前提とし、

鹿児島県としての医療提供体制整備に資する

知見を得ることを目的とした。 

 沖縄県では令和４年度から国民保護訓練の

検討が進んでおり、先島諸島の要配慮者（入

院患者・施設入所者・在宅医療患者等）は約

12,000 名と推計されている。これらの方々を

安全・迅速・効果的に九州・山口へ移送する
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には、防災・医療・福祉の三部局が一体とな

った体制の構築が不可欠である。 

 厚生労働行政上の課題として、従来の防災

部局主導の国民保護計画に医療・福祉の視点

が十分に組み込まれていないことが挙げられ

る。本研究は、この分断を解消し、要配慮者

の特性（医療的ケアの必要性・移送制約等）

を踏まえた実践的な医療提供体制のあり方を、

鹿児島県の分担研究者として具体的に検討す

ることを目的とした。 

Ｂ．研究方法 

  本研究では、鹿児島県の災害医療コーデ

ィネーターとして鹿児島県全体の医療提供体

制の観点から、令和 7 年 11 月から令和 8 年 3

月にかけて計 4 回開催された研究班会議（第

1 回：令和 7 年 11 月 25 日、第 2 回：令和 8

年 1 月 27 日、第 3 回：令和 8 年 2 月 25 日、

第 4 回：令和 8 年 3 月 25 日）に参加した。

各回において鹿児島県の実情を踏まえた事前

検討資料を作成・提出し、班会議での議論を

通じて以下の事項を検討した。 

 ・鹿児島県内の医療機関（急性期・回復

期・地域包括ケア病床数等）および福祉施設

（高齢者・障害者支援施設等）のキャパシテ

ィ調査・算定 

 ・介護保険施設定員データ（令和 6 年版）

を用いた受け入れキャパシティの概算算出 

 ・鹿児島空港・鹿児島新港における受け入

れ拠点（SCU 機能）の必要性と課題の整理 

 ・搬送に必要な医療・福祉関係者の役割・

チーム構成・必要数についての検討 

 ・情報管理（トラッキングシステム・事前

マッチング）のあり方の検討 

 ・救護班の給与・補償制度のあり方につい

ての検討（私案の作成・提出） 

（倫理面への配慮） 

 本研究は、行政資料・文献の収集・分析お

よび研究班会議における政策的議論を通じた

提言型研究であり、人を対象とする生命科

学・医学系研究に関する倫理指針の対象には

該当しない。研究対象は行政資料・統計デー

タのみであり、個人情報は一切使用していな

いため、倫理面の問題はないと判断した。 

Ｃ．研究結果 

1. 九州・山口・沖縄を含む全体の組織

図（指揮系統図）と自県での本部体

制・受け入れ拠点設置＝組織図（指

揮系統図） 

第 4 回班会議では、指揮系統について「全

体の指揮系統（国と各県の関係）」と「県内

の指揮系統（県本部と受入拠点・受入施設の

関係）」という、階層の異なる2つの議論が行

われた。それぞれを以下に整理する。 

（１）全体の指揮系統（国・各県間のレベ

ル）：案 1・案 2の比較検討 

受け入れ 3 拠点（福岡空港・鹿児島空港・

鹿児島新港）をどの指揮下に置くかについて、

以下の 2 案が比較検討された。 

・案 1（国の直轄）：福岡空港・鹿児島空港・

鹿児島新港を、福岡市内に設置する可能性の

ある国の現地対策本部の保健医療福祉調整の

機能を担う班の直轄とすることが推奨される。

国が搬送・救護チームを直接調整し、各県は

受入医療機関・施設側の調整を担う役割分担

をする。 

・案 2（各県の指揮下）：福岡空港は福岡県の

国民保護の本部内に設置される保健医療福祉

調整機能、鹿児島空港・鹿児島新港は鹿児島

県の対策本部の下に置く。各県が自県内の拠

点を管理し、迅速な判断・調整を行う。 
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鹿児島県の視点からは、各拠点の負担配分

や不足分の要請を迅速に判断できる観点から

当初はこの拠点を鹿児島県の対策本部で支援

する案 2 を支持していたが、国との直接やり

とりによる迅速性が担保されるならば案 1 で

もよいとの立場をとった。最終的に班会議と

しては案 1 寄りの方向性で概ね合意した。た

だし、国の厚労本部が 9 県＋3 拠点（計 12 箇

所）を管理することへのスパン・オブ・コン

トロール上の懸念は未解決の課題として残っ

た。 

（２）県内の指揮系統（各県内のレベル）：A

案・B案の比較検討 

上記（１）とは別に、各県内における受入

拠点と受入先施設の関係についても 2 案が提

示された。 

・A 案（受入拠点が上位）：受入拠点が受入先

の医療機関や施設も含めて全て管理・調整を

担う形。受入拠点に高い情報処理能力が求め

られる。 

・B案（県本部が統括・並列管理）：県の調整

本部の下に受入拠点と搬送先の医療機関・施

設が横並びに配置される形。事前マッチング

済みの患者が直接受入先へ行く場合など、受

入拠点を経由しない動線にも対応しやすい。 

班会議では、受入拠点の規模・機能によっ

て最適な選択肢が異なるとの認識から、一律

に決定せず各県の実情に応じて選択する方針

となった。鹿児島県としては、受入拠点

（SCU／救護本部機能）の規模・配置を踏ま

えて今後検討することになるが、様々なリエ

ゾンとコンタクトを取りやすいＢ案の方が現

実的ではないかと考える。A 案で運用する場

合、特に鹿児島新港への厚い人員配置が不可

欠と考える。 

（３）鹿児島県の本部体制と受け入れ拠点 

・県庁に鹿児島県国民保護対策本部を設置し、

その中に保健医療福祉調整本部を設置する。 

受け入れ拠点は鹿児島新港と鹿児島空港の

2 か所設置する。受け入れ拠点の上位本部は

（１）で述べた全体の指揮系統の結論に従う

（案 1：国の現地対策本部の保健医療福祉調

整の機能を担う班の直轄、案 2：鹿児島県対

策本部の管轄）。 

・鹿児島新港（航路受け入れ拠点）：SCU を

設置し、SCU 自体が本部機能を持つ。事前マ

ッチング済み患者の直接搬送調整と、マッチ

ング未済・変更が必要な患者のSCUでの体調

管理及び受け入れ先調整を担う。 

・鹿児島空港（空路受け入れ拠点）：救護本

部を設置する（SCU に相当する機能）。鹿児

島新港のSCUと同様に、上位本部の指揮下で

受け入れ・搬送調整を行う。 

2. 福岡空港、鹿児島空港、鹿児島港到

着後〜各県の移送手段 

各受け入れ拠点からの搬送ルートは、第 2

回班会議での議論を経て以下のとおり概ね合

意した。 

・福岡空港（空路）：→ 福岡県・佐賀県・長

崎県・大分県・山口県 

・鹿児島空港（空路）：→ 鹿児島県内・宮崎

県・熊本県 

・鹿児島新港（航路）：→ 九州・山口各県 

医療担送・介護担送レベルの要配慮者は航

空機搭乗が困難なため、基本的に鹿児島新港

（航路）での受け入れとなる見込みであり、

九州の担送患者の主要受け入れ地となる。座

位が取れる独歩患者については、新幹線によ

る隣県（熊本・福岡方面）への移送も選択肢

として検討する。 

  

3. 各県内における移送手段 
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鹿児島県内の移送手段は、要配慮者の重症

度に応じて以下のとおり分類する。 

・重担送患者（人工呼吸器等医療機器装着・

生命兆候不安定）：基本的に、沖縄県本土に

搬送となり、鹿児島県に搬送されない想定と

なっている。例外的に、鹿児島県への搬送を

要する場合には、ドクターヘリまたは DMAT

車両・救急車による搬送（医師 1 名以上＋看

護師 1 名以上が同乗。医療機器担当者の同乗

も検討） 

・担送〜護送患者（医療搬送）：DMAT 車

両・病院車・救急車・民間救急車等（医師ま

たは看護師が同乗） 

・担送〜護送患者（介護搬送）：病院車・施

設車両・バス等（介護職員・家族等が同乗。

医師・看護師は原則不要） 

・独歩患者：バス・新幹線等（職員・家族等

の付き添いで対応） 

 鹿児島空港からの主な移送先は鹿児島県

内・宮崎県・熊本県方面、鹿児島新港からの

主な移送先は九州・山口各県とする。 

4. 移送に必要な医療・福祉関係者の役

割と必要数、チーム構成など 

・各搬送拠点（SCU における受け入

れオペレーション（鹿児島新港・鹿

児島空港） 

・受け入れ拠点（鹿児島新港・鹿児島空港）

には地上要員（降機・移乗オペレーション担

当）を配置する。車椅子・簡易ストレッチャ

ー不足は降機に多大な時間を要するため、資

機材の事前準備・検証が必須である。 

・重症者・医療機器装着者については、到着

後速やかに搬送開始できるよう、搬送手段・

チームを事前に配備しておく。 

・搬送 

-搬送チーム構成の基本方針 

 各搬送を「医療搬送」（医師・看護師が必

要）と「介護搬送」（介護職員で対応可）に

分類し、以下の構成を基本とする。 

・医療担送（集中治療は不要だが医療継続が

必要な担送患者）：医師または看護師1名以上

を同乗（状態に応じて医師を配置） 

・医療護送（バイタルに配慮が必要・要医

療）：看護師1名を基本配置（状態に応じ医師

を追加） 

・介護担送・介護護送：介護職員＋家族等

（医師・看護師は原則不要） 

・大型バスによる一括搬送時：人数増加に応

じ看護師・医師を段階的に増員（概ね 10 名

増ごとに 1 名程度） 

 

-搬送要員の交代 

・搬送要員は、原則として九州到着地点（空

港・港）で交代する方向で整理した（第 4 回

班会議にて決定）。 

・ただし、病院持ち出し機器を伴う患者や状

態が不安定な患者については、同一チームに

よる継続搬送が望ましいとの意見もあり、個

別判断を加える。 

・受入医療機関支援 

・受け入れ医療機関には、必要に応じて外部

支援チーム（DMAT 等）を派遣し、患者受け

入れ態勢の補完を図る。 

5. 避難に関わる情報管理（事前、避難

中、避難後の情報共有方法の確立）

について 

（基本方針） 

情報管理は以下の 3 段階で整理する。 

・事前マッチング情報：搬送先の受け入れ医
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療機関・施設を平時から事前に決定し、有事

は差分（マッチング未済者・変更発生者）の

みを調整する計画搬送を基本とする。 

・避難中のトラッキング：QR コード・バー

コード等を活用した個人識別・通過確認を実

施する（鹿児島県は自然災害での避難者管理

で QR コードを一部導入済み）ことが想定さ

れるが、県を跨ぐ搬送であるため、九州・山

口各県との統一化が必要となる。現場入力は

最小限（選択式中心）とし、共通 IDに基づく

簡便運用を基本とする。紙様式との併用も確

保する。 

・避難後：受け入れ先施設への到着確認・状

態引き継ぎ報告をもってトラッキングの終点

とする。その後の継続管理は受け入れ先施設

側の責任・運用に委ねる。 

（共有情報の主な内容） 

・事前共有情報：氏名・年齢・性別・重症度

分類（7 分類）・主疾患・ADL・使用医療機

器・搬送先（仮）・搬送手段・担当チーム等 

・避難中：位置トラッキング（通過確認）・

状態変化・搬送先変更情報 

（活用システム） 

・既存の EMIS（広域災害救急医療情報シス

テム）を基盤とし、国民保護専用チャンネル

を新設して活用する方向が提案された。 

・J-SPEED 類似様式は、航路搬送時の通信断

絶を想定した限定的な運用（約 2 日間の搬送

中の介護・投薬・経過記録用紙様式）とし、

全員に一律使用するものではないことを確認

した。 

・7 分類（沖縄県が設定した要配慮者の搬送

手段別分類）を九州到着後も基本的に継続使

用することで合意した。 

6. 救護班の給与と補償について 

・給与 

 本研究では、「みなし公務員＋特別手当」

モデル（C 案）を提案した。 

・身分：「国民保護従事者（仮称）」として法

的に定義し、期間限定のみなし公務員扱いと

する。 

・給与：所属機関からの通常給与（出張扱い）

を維持した上で、国費による特別手当（危険

手当を含む）を加算する。所属機関への「派

遣協力金」または「人的補填費」として国が

支弁する体制も必要とする。 

・金額案（日額定額制）：医師 3 万円/日、看

護師 2 万円/日、業務調整員 2 万円/日。危険

手当は危険度係数（高リスク地域・CBRNE

対応等）を設定し算定する。 

・補償 

・補償の主体は国とする（国民保護＝国家責

任 ）。 公 務 災 害 補 償 と 同 等 の 内 容 と し 、

PTSD・長期健康被害・CBRNE（化学・生

物・放射線・核・爆発物）への対応も補償対

象に明示する。 

・国民保護活動は自然災害への支援活動とは

法的根拠が異なり、国家意思に基づく危険業

務への従事である。従事者の身分保障・補償

の整備は国家責任として早急に対応されるこ

とが必要である。 

7. 要配慮者と搬送先施設の事前マッチ

ングの手順 

（基本方針） 

・平時から可能な限り要配慮者と受け入れ先

施設のマッチングを行い、有事は差分（マッ

チング未済者・変更発生者）のみを調整する

計画搬送を基本とする（第 3・4 回班会議に

て確認）。 

・事前マッチングの実施主体は国主導が有力
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とされているが、第 4 回班会議時点では未確

定事項として残った。搬送途中の状態変化・

計画変更に伴う再マッチングは、鹿児島新

港・鹿児島空港のSCU的受け入れ拠点が担う

可能性がある。 

（鹿児島県の受け入れキャパシティ概算） 

医療機関（鹿児島県本土） 

・病床総数（本土）：31,804 床（100 床以上

の病院限定：22,417 床） 

・急性期病床（本土）：9,967 床  

→ 受入目安（5%）：約 498 床 

・うち高度急性期：385 床、  

急性期：9,582 床 

・回復期病床（本土）：4,846 床（回復期リ

ハ：2,902 床、地域包括ケア：1,944 床） 

→ 受入目安（5%）：約 242 床 

・災害拠点病院病床（本土）：3,461 床  

→ 受入目安（5%）：約 173 床 

高齢者施設（鹿児島県本土） 

・特別養護老人ホーム：定員約 13,800 人  

→ 受入上限目安（5%）：約 690 人   

※入所率 95〜98%と非常に高く受け入れ余裕

は限定的 

・介護老人保健施設：定員約 8,500 人  

→ 受入上限目安（5%）：約 425 人  ※入所

率 85〜90% 

・介護医療院・療養病床：定員約 3,300 人 

→ 受入上限目安（5%）：約 165 人   

※病院併設型が多く本土各地に分散。入所率

90〜95% 

・有料老人ホーム・サービス付き高齢者向け

住宅：定員約 10,500 人  

→ 受入上限目安（5%）：約 525 人   

※入所率 75〜85%で比較的余裕あり 

・グループホーム：定員約 5,400 人  

→ 受入上限目安（5%）：約 270 人   

※地域密着型のため各市町村に点在 

・合計：定員約 41,500 人  

→ 受入上限目安（5%）：約 2,075 人 

 なお、5%という数値は平時の空床率では

なく、国民保護時に定員増等の協力をお願い

した場合の暫定的な試算値（能登半島地震時

の事例を参考とした発想）として用いるもの

である。高齢者施設の平時入所率は特養 95〜

98%、介護医療院 90〜95%と非常に高く、一

律 5%の受け入れ余裕を確保することは容易

ではないが、老健（85〜90%）や有料老人ホ

ーム・サ高住（75〜85%）については比較的

余裕がある。 

障害者支援施設（鹿児島県本土） 

・入所施設（障害者支援施設）：定員約 3,200

人（入所率 96%で余裕はほぼない） 

・グループホーム（共同生活援助）：定員約

2,600 人（入所率 85〜90%） 

（鹿児島新港受け入れ時の主要課題） 

 鹿児島新港では、1 便（想定最大約 420 名

程度（旅客定員の半数を上限とする沖縄側の

試算による訂正値）が到着した際に、陸上搬

送手段（救急車・DMAT 車両・バス等）の確

保が計画上の最大のボトルネックとなる。搬

送手段が不足した場合、船が港に留まってピ

ストン輸送の計画が狂うおそれがある。航路

搬送の対象となる担送患者（介護担送：約

600 名想定）が特定の便に集中した場合、そ

のリスクが更に高まる。 

 ・対応策として、事前マッチング済みの患

者についてはSCUを経由せず直接搬送先へ送

る「直接搬送方式」を最大限活用する。 

 ・沖縄側には「理想ケース」「代替ケース」

「最悪ケース」など複数シナリオに基づく搬

送想定を提示してもらうことが望ましい。 
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Ｄ．考察  

 本研究班での議論を通じて、国民保護事案

における要配慮者の広域避難・移送には、従

来の防災部局主導の計画では対応困難な多く

の課題が存在することが明確になった。鹿児

島県の災害医療コーディネーターとしての立

場から特に重要な課題として、（1）鹿児島新

港での陸上搬送手段のボトルネック問題、（2）

受け入れキャパシティの実態把握の困難さ、

（3）医療・福祉・防災の三部局連携の不十

分さ、の 3 点が挙げられる。 

 鹿児島新港での受け入れについては、1 便

あたり最大約 420 名程度（旅客定員の半数を

上限とする沖縄側の想定）が到着した場合に

もSCUのキャパシティが到底足りず、下船後

に多くの要配慮者を速やかに直接搬送する仕

組みの構築が不可欠である。特に担送患者が

集中した場合のリスクは高く、陸上搬送手段

を事前に確保・配備する計画が必要である。

同時に、沖縄側の搬送計画（便数・搭乗患者

の重症度構成）が明らかにならないと鹿児島

側の準備も進められないため、両者間の情報

共有が極めて重要である。 

 受け入れキャパシティについては、国民保

護時に「施設定員の 5%を受け入れ余裕とし

て確保する」という発想は一つの出発点とな

るが、高齢者施設の平時の高い入所率（特養

95〜98%等）を考慮すると、実際には容易で

はない施設が多い。地域包括ケア病床を含む

回復期病床の柔軟な活用（福祉施設入所者の

一時病院受け入れ等）など、弾力的な対応が

必要である。事前に EMIS を立ち上げ、退院

支援等を通じて受け入れ可能床を確保する準

備を平時から進めることが求められる。 

 事前マッチングの実現に向けては、要配慮

者の医療・介護情報を安全に共有できるシス

テムの整備が急務であり、QR コードによる

個人識別・共通 ID・EMIS 基盤の活用が有効

と考える。また、救護班の身分保障・給与・

補償の制度化は、実際に活動する医療従事者

が安心して参加できる環境の整備として極め

て重要であり、有事前の早急な対応が不可欠

である。 

Ｅ．結論 

 本研究班での議論を通じ、国民保護事案発

生時における要配慮者の広域避難・移送体制

に関して以下の知見を得た。 

① 九州・山口全体を統括する広域本部は、

福岡市内に国の現地対策本部を設置する案

（案 1）が有力である。 

② 鹿児島県は鹿児島空港・鹿児島新港での

受け入れ拠点（SCU 機能）を設置し、事前マ

ッチングに基づく直接搬送を基本とする体制

を構築する必要がある。 

③ 鹿児島新港での陸上搬送手段の確保が計

画上の最大のボトルネックであり、事前の計

画的な確保策が必要である。 

④ 救護班の給与・補償については、みなし

公務員（期間限定）として国費で一元的に対

応する制度設計（C 案）が現実的かつ適切と

考える。 

⑤ 防災・医療・福祉の三部局が一体となっ

た計画立案と体制構築が急務であり、本研究

班の成果を鹿児島県行政（危機管理・保健医

療・福祉部局）と共有し、具体的な受け入れ

基本要領の策定に貢献していく。 

Ｆ．健康危険情報 

 特になし 

Ｇ．研究発表 
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1. 論文発表 

 なし 

2. 学会発表 

 なし 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

（予定を含む。） 

1. 特許取得： 

なし 

2. 実用新案登録： 

なし 

3. その他： 

なし 
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令和７年度厚生労働科学研究費補助金（厚生労働科学特別研究事業研究事業） 

「国民保護事案発生時における要配慮者の避難に際した医療提供体制の向上に資する研究」 
 

分担研究報告書 
 

「国民保護事案発生時における要配慮者の避難に際した医療提供体制の向上に資する研究

(大分県)」 

研究分担者 ”石井圭亮“  

(国立大学法人大分大学・減災・復興デザイン 

教育研究センター・非常勤講師) 

 

研究要旨 

【目的】沖縄県の先島諸島からの要配慮者の広域避難において、大分県での受入課題を

抽出と同時に具体的な体制整備に関して考察する。 

【方法】九州山口各県の有識者間でのヒアリングを基に施策を検討する。 

【結果】搬送ルートとして、①福岡県からは、陸路もしくは空路で直接大分県内へ②鹿

児島県からは、陸路の場合、宮崎県もしくは熊本県を介して、空路の場合、直接大分県

内への経路が考えられる。病院・福祉施設など受入先は充足しているが、マッチング法

や要救護者トレース法に関しては更なる検討を要す。また、本部設置に関しても、今後

の議論が必要である。 

【結語】この研究成果をもとに、県内関係各位との意見交換を深め、受入体制の整備を

具体化していくことが重要である。 

Ａ．研究目的  

 近年、国際情勢の緊迫化に伴い、我が国

においても武力攻撃事態等の国民保護事案

が発生する可能性が懸念されている。住民

の広域避難も想定され、支援体制の整備が

急務である。特に、要配慮者を円滑に移送

し、避難先において必要な医療を受けられ

る体制の構築は、国民保護計画の実効性を

高める上で重要である。沖縄県の先島諸島

からの要配慮者の大分県への避難に際して、

搬送ルート策定および搬送手段の確保、医

療支援や受入体制の構築、情報共有の仕組

みなど、複合的かつ実務的な課題を検討す

ることで、国民保護事案発生時の医療提供

体制の構築に資する政策提言を行うことを

目的とする。 

 

Ｂ．研究方法 

 避難先としての大分県における実践的な

計画案の策定（下記項目）を、行政担当者

および医療従事者に対するヒアリングを通

して行う。 

・避難元・避難先双方における本部体制の

構築と役割分担 

・情報共有体制の整備（共通言語化、情報

システムの活用等） 

・救護班の必要数の積算および配置計画の

策定 

・避難元から避難先への搬送フローの設計

と支援体制の構築 

・SCU の設置場所の選定および運用体制の

検討 

（倫理面への配慮） 

  

Ｃ．研究結果  

1. 大分県での本部体制・受け入れ拠点設
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置 

受け入れ拠点を設置する場合は以下

の災害拠点を考えている。大分大学、

大分県立病院、大分スポーツ公園が有

力と考える。 

2. 福岡空港、鹿児島空港、鹿児島港到着

後〜各県の移送手段 

事前調整が可能な場合は経由拠点を

設定せずに直接受入先へ搬送する。事

前調整が不可な場合、経路ごとに以下

の経由拠点を設けることが有効な可

能性がある。空路の場合、大分空港、

県央農道空港、大分スポーツ公園。 

陸路の場合、福岡県から大分大学、大

分県立病院、中津、日田、大分スポー

ツ公園。鹿児島県から宮崎経由で、大

分大学、大分県立病院、大分スポーツ

公園。鹿児島県から熊本経由で、大分

大学、大分県立病院、大分スポーツ公

園。これらが想定される。 

3. 避難に関わる情報管理（事前、避難中、

避難後の情報共有方法の確立）につい

て 

氏名等の必須事項に加えて、既往歴・

宗教・言語などのパーソナルな情報も

ある程度事前に共有されていること

が望ましいと考える。 

4. 要配慮者と搬送先施設の事前マッチ

ングの手順 

要配慮者個々の病態や生活レベルや

キャラクターの情報共有を行い、安全

かつ可能な限り快適に過ごせる搬送

先施設の選定を行う。居住地域や家族

などをグループ化した集中搬送も考

慮する。 

 

Ｄ．考察  

 推定されている沖縄県の先島諸島からの

要配慮者数を鑑みると、九州山口各県の医

療機関および施設数は充足していると考え

られる。しかしながら、要配慮者を各県に

均等に振り分けるのか、もしくは、数カ所

の県に集約化するのかに関する指針は示せ

ていない。また、“誰をどこにどの手段で”

を決定、また、“支援者・救護班”の確保・

調整を行うために、調整本部を設置する必

要があるが、九州山口ブロック全体として

本部を設置するのか、各県レベルで本部を

設置するのかなど具体策に関しても議論の

余地があり未解決である。 

 

Ｅ．結論 

 九州山口ブロック全体として、沖縄県の

先島諸島からの要配慮者の移動ルート、福

岡および鹿児島に到着後の移動ルート・手

段に関しての一定のコンセンサスは得られ

たと考える。一方、収容先とのマッチング

や支援者・支援物資確保などの具体策は追

加議論が必要である。 

 

Ｆ．健康危険情報 

  

Ｇ．研究発表 

1. 論文発表 

2. 学会発表 

 

（発表誌名巻号・頁・発行年等も記入） 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

（予定を含む。） 

1. 特許取得： 

2. 実用新案登録： 

3. その他： 
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令和７年度厚生労働科学研究費補助金（厚生労働科学特別研究事業研究事業） 
「国民保護事案発生時における要配慮者の避難に際した医療提供体制の向上に資する研究」 

 
分担研究報告書 

 

「国民保護事案発生時における要配慮者の避難に際した医療提供体制の向上に資する研究（山口

県）」 

 

研究分担者 藤田 基 

（山口大学医学部附属病院・先進救急医療センター・准教授） 

 

研究要旨 

 国民保護事案発生時における要配慮者の広域避難に際し、山口県担当分担研究者として、受入

キャパシティの試算、搬送要員の役割・必要数の整理、指揮系統の在り方、情報管理体制、救護

班の給与・補償スキームについて検討を行った。受入可能数は定員の５％を暫定基準として医療

機関合計約 908床・介護福祉施設合計約 1,051 人と試算した。搬送要員は状態区分（独歩・護

送・担送）および搬送手段に応じた最低配置として整理し、到着拠点での地上要員配置の必要性

を提起した。指揮系統は受入医療機関・施設を県調整本部の直轄とし、国本部が越県調整を担う

役割分担を提案した。救護班の給与は所属機関への支弁を原則とし、補償は雇用主法定補償を基

層に国による包括保険を重層化する二層構造を提言した。 

 

Ａ．研究目的 

 国際情勢の緊迫化に伴い、武力攻撃事態等の国民保護事案が発生した際に、沖縄県先島諸島の

住民の九州・山口への広域避難の検討が行われている。避難対象住民のうち、高齢者・障害者・

慢性疾患患者・入院患者・施設入所者等の要配慮者は約 1万 2千人（先島 5市町村人口の約１

割）と推計されており、搬送手段の確保、受入体制の整備、医療・福祉人材の組織化、情報共有

の仕組みなど多層的な課題が存在する。 

 厚生労働省の国民保護計画においては避難住民への救護班派遣が規定されているものの、具体

的な人員配置・搬送体制・本部組織等の詳細は明示されておらず、実効性のある計画整備は不十

分な状況にある。 

 本研究は、九州・山口各県の救急・災害医学の専門家が分担研究者として参画し、沖縄からの

要配慮者避難をモデルケースとして、(1)救護班の編成・必要数の具体化、(2)搬送フローの設

計、(3)受入都道府県における本部体制の構築、という３点を柱に検討を進めることを目的とす

る。山口県担当分担研究者として、特に山口県における受入体制・搬送計画・情報管理・給与補

償スキームについて具体的な検討案を提示することが本分担研究の目的である。 
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Ｂ．研究方法 

 本分担研究は、研究計画書に示された調査・分析手法のうち、以下の３つを中心に実施した。 

 第一に、研究班会議（計４回）への参加（第１回・第４回はリアルタイム参加、第２回・第３

回は欠席のため事前検討資料の提出により参加）を通じ、研究代表者・他の研究分担者・厚生労

働省・内閣官房国家危機管理室・関係都道府県行政担当者との議論の内容を把握し、山口県とし

ての検討課題を整理した。各回会議に先立ち事前検討資料を作成・提出し、班全体の議論に貢献

した。 

 第二に、山口県の医療機関病床数・介護福祉施設定員数等の統計データを厚生労働省提供資料

および県内公表データをもとに集計し、暫定的な受入キャパシティを試算した。 

 第三に、搬送要員の配置基準、指揮系統、情報管理システム、給与・補償スキームについて、

自然災害対応の既存制度（DMAT制度・災害救助法・旅費規程等）との整合性を踏まえながら、

実務的な提案をとりまとめた。 

 

（倫理面への配慮） 

 本分担研究は特定の個人・実験動物を対象とした研究ではなく、公表データの整理・分析およ

び専門家意見の取りまとめを中心とした政策研究である。研究の過程において各機関・職員等の

関与が生じる可能性があることから、人権擁護上の配慮を徹底し、必要に応じて対象者への説明

と理解を得るよう努めた。倫理的問題は少ないと判断されるが、個人情報の取り扱いには細心の

注意を払い、情報の匿名化・適切な管理を徹底した。 

 

Ｃ．研究結果 

 

１．九州・山口・沖縄を含む全体の組織図（指揮系統）と山口県における本部体制・受入拠点 

 

（１）全体の指揮系統について 

 研究班における議論の結果、全体の指揮系統として以下の方向性が確認された。国の現地対策

本部を福岡市内に設置し、搬送・救護チームの調整を国が直接行う案が全体として支持された。

国の現地対策本部は越県調整・全体最適を担い、各県調整本部は主として県内の受入医療機関・

施設の調整を担う役割分担が適切と考えられる。 

 山口県担当分担研究者としては、福岡・鹿児島空港・鹿児島港等の各受入拠点は、それぞれの

県の調整本部のもとで運用し、国の現地対策本部が越県・広域の調整を担うことが合理的との見

解を示した。その根拠として、(a)港・空港等での拠点運用は県内完結型の調整（導線・車両・

受入先振り分け等）を伴い、各県本部が担う方が迅速かつ実効的であること、(b)国本部が福

岡・鹿児島の拠点に加え 9県全体を直接管理するとスパン・オブ・コントロールを超え混乱が生
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じ得ること、が挙げられる。 

 

（２）山口県における本部体制・受入拠点について 

 山口県における本部体制については、県調整本部（保健医療福祉調整本部）のもとに受入拠点

と受入医療機関・施設を置く体制が妥当と考える。受入拠点（避難先連絡所・集積機能）は現場

運用上のハブとして機能させつつ、医療機関・施設への最終的な資源配分調整は県調整本部が担

う役割分担とし、「現場運用（受入拠点）」と「資源調整（県調整本部）」を分離することで迅

速性と統制の両立を図る。 

 受入拠点候補として、新山口駅周辺のホール等の活用が第２回班会議資料において提示されて

おり、地理的アクセスと施設規模の観点から引き続き検討を要する。 

 事前マッチングが成立している要配慮者については受入拠点を経由せず直接受入先施設・医療

機関へ搬送することが効率的であり、未マッチングあるいは変更が必要な患者についてのみ受入

拠点での調整対応を行うことが望ましい。 

 

２．福岡空港・鹿児島空港・鹿児島港到着後から山口県への移送 

 沖縄先島諸島からの要配慮者は、航空路は福岡空港および鹿児島空港、航路は鹿児島港が主要

受入拠点として計画されている。山口県への移送は主として福岡空港経由が想定される。 

 搬送要員については、原則として九州側到着地点（空港・港）で交代する方向が第４回班会議

で確認された。ただし、病院持ち出し医療機器を使用している患者や状態が不安定な患者につい

ては継続同伴が望ましい場合があり、個別の判断が求められる。 

 

３．山口県内における移送手段 

 山口県内における移送手段については、状態区分に応じた以下の区分を基本とする。 

・独歩１・独歩２（独歩および介護独歩群）：鉄道（山陽新幹線・在来線）による集団搬送

を基本とし、乗降時の駅構内リスクを踏まえ介護・誘導要員を厚めに配置する。 

・護送１（介護護送群）：福祉車両による搬送を基本とし、介護士中心の配置とする。 

・護送２・担送１・担送２（医療護送・担送群）：民間救急車または救急車による個別搬送

とし、状態に応じて看護師・医師を同乗させる。 

・重症個別搬送群（担送３相当）：人工呼吸器・CHDF等の特殊医療機器を使用する患者に

ついては、集団搬送とは別枠で個別対応とする。医師・専門看護師の同乗に加え、医療機器

を熟知した臨床工学技士等の同行が必要となる場合がある。 

 なお、独歩群を含む集団搬送に鉄道を活用する場合、搬送可否は事前区分情報の共有精度に依

存するため、情報管理体制の整備と一体的に計画する必要がある。 
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４．移送に必要な医療・福祉関係者の役割と必要数、チーム構成 

 

（１）基本的考え方 

 必要人員の算定は「要配慮者 1人あたり」の固定値ではなく、「搬送区間・搬送手段・状態区

分に応じた搬送単位ごとの最低配置」として整理することが実務的である。独歩群等の集団搬送

では支援者数が人数に単純比例しないためであり、医療護送・担送は個別性が高く処置内容によ

り必要人員が大きく変動する。同伴家族による補助（見守り・生活介助・不穏時の声かけ等）は

条件付きで一定程度代替可能であるが、医療判断・処置・搬送可否判断については専門職での対

応が不可欠である。 

 

（２）各搬送区間における配置の考え方（山口県受入を含む九州到着後） 

① 搬送拠点（SCUイメージ・体調チェックを含む） 

到着拠点では状態評価・仕分けを担う医師・看護師・介護職・事務等の多職種チームを

配置する。特に、航空機・船舶からの降機（降船）後の移動はボトルネックとなり得る

ため、医療職とは独立して地上要員（車いす・簡易ストレッチャー操作、移動補助等）

の計画的配置が必要である。 

② 搬送 

介護搬送（独歩・護送 1・担送 1）：介護士・支援員を中心とし、医師は原則不要。 

医療搬送（護送 2・担送 2）：看護師配置を必須とし、状態不安定患者・人工呼吸器管

理患者には医師を配置する。目安として、人工呼吸器装着患者については医師 1名・看

護師 1名以上の個別同乗を基本とする。 

③ 受入医療機関支援 

受入医療機関においては、患者の継続医療情報（診療情報提供書・看護サマリー等）の

引継ぎを円滑に行うための体制整備が必要である。地域包括ケア病床等の活用も含め、

状態区分に応じた適切な受入病床の確保が求められる。 

 

５．避難に関わる情報管理 

 

（１）情報共有の基本方針 

 情報共有システムについては、初期段階から単一システムへの統一を求めるのではなく、共通

様式（紙＋電子）を用いた「最低限データセット」の共有から段階的に実装することが現実的で

ある。トラッキングシステムは、端末確保・通信環境の制約を踏まえ、まず搬送単位（便・車

両）のトラッキングを基本とし、個人トラッキングは段階的な導入が妥当である。共通 ID基盤

を設定した上で、現場運用においては QRコード・バーコード等の簡便な照合手段を併用するこ
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とが望ましい。 

 

（２）各フェーズにおける共有情報 

① 事前共有情報（マッチング用） 

氏名・年齢等の基本情報に加え、搬送区分・移動可否、医療的ケア（酸素・吸引等）の

必要性、到着予定時刻・搬送手段を共有する。山口県受入においては特に、鉄道搬送可

否と車両搬送優先の区分に必要な情報項目を重視する。 

② 避難中の情報 

出発・到着時刻・経由地・同行スタッフ等を搬送記録として管理する。搬送先変更時は

変更時刻・変更理由・新受入先を記録・共有する。現場運用上は詳細記録よりも通過確

認・最低限情報更新を優先する。 

③ 避難後の情報 

受入施設名・到着日時等の完了確認情報を共有する。医療継続・福祉サービス再設定等

の継続支援情報を受入施設に引き継ぐ。 

 

６．救護班の給与と補償 

 

（１）給与（支給先・考え方） 

 救護班の給与については、所属機関への支弁を原則とし、個人への配分は所属機関の裁量で行

う整理が妥当である。派遣に伴うコストは本人給与に限らず、所属機関側に代替要員確保・シフ

ト調整・時間外対応等の負担が発生するため、実務上は所属機関への補填が不可欠である。個人

への直接支給は雇用形態（公務員・民間・非常勤等）により二重支給・課税処理・社会保険処理

等が複雑化し、運用標準化が困難となる。 

 支給構成は「日額（または時間単価）＋旅費（交通費・宿泊費）＋必要実費」を基本とし、既

存の公的派遣制度（旅費規程・費用弁償等）に準拠して統一することが望ましい。職種別（医

師・看護師・業務調整員・介護職等）および活動区分（受入拠点・搬送同乗・地上要員等）で最

低限の区分を設けるべきである。 

 

（２）補償（二層構造の提案） 

 補償については、雇用形態や活動場所の多様性により法定補償のみではカバーしきれない領域

が残るため、以下の二層構造が実務的かつ有効と考える。 

【第一層：雇用主側の法定補償】 

公的機関職員：公務災害補償等。民間職員：労災保険等。派遣業務を「職務」として明
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確に位置付け、雇用主制度に確実に接続させることが前提条件となる。 

【第二層：国（事務局）による共通補償】 

第三者損害賠償・雇用形態差による補償の空白・派遣先での事故・医療行為に伴う賠償

リスク等について、法定補償で不足し得る部分を国が包括保険方式（全国一括で傷害・

賠償責任をカバーする保険を契約し救護班登録者を包括する方式）で補完することが望

ましい。越県搬送や混成チームでの活動の場合、各県が補償主体となると責任の所在が

不明確になるため、国（事務局）を窓口として実務上の支給は所属機関経由を基本線と

する統一的スキームが標準化に資する。 

 

７．要配慮者と搬送先施設の事前マッチングの手順 

 事前マッチングは国主導で一元的に行うことが有力であるが、現時点では未確定事項である。

マッチングに必要な最小情報項目として、基本情報（氏名・年齢・性別）、状態区分（独歩・護

送・担送の分類）、必要医療処置（酸素・吸引・内服管理等）、移動可否、感染症の有無、受入

施設の種別要件（急性期・慢性期・介護施設等）が最低限必要と考える。 

 事前マッチングが成立した患者については受入拠点を経由せず直接受入先施設・医療機関へ搬

送する方針（計画搬送）が効率的であり、平時からのマッチング精度を高めておくことで有事の

調整負荷を最小化できる。搬送途中の病状変化に伴う再マッチングは福岡・鹿児島等の受入拠点

（SCU機能）で対応する。 

 本検討においては、以下の課題が引き続き要検討事項として残される：(a)状態区分別人数の

確定データの早期共有、(b)国民保護法下における医療従事者等の身分・役割の法的整理、(c)全

国共通の最低限データセットの策定。 

 

８．山口県における受入可能施設キャパシティの試算 

 山口県内における受入可能数の試算（5%を暫定基準）は以下の通りである。 

 

区分 基礎数 受入暫定目安（5%） 

高度急性期 1,856 床 約 93 床 

急性期 6,359 床 約 318 床 

回復期 3,644 床 約 182 床 

慢性期 6,296 床 約 315 床 

医療機関合計 18,155 床 約 908 床 

入所型介護施設（定員） 19,071 人 約 954 人 

特定施設（定員） 1,944 人 約 97 人 

介護・福祉施設合計 21,015 人 約 1,051 人 
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 ※5%は現時点の空床率ではなく、国民保護時に定員増等の協力を依頼した場合の暫定試算値と

して位置付ける（能登半島地震時の対応事例を踏まえた想定）。感染症患者・特殊疾患について

は別途特定枠で考慮する必要がある。長崎県のように離島を多数抱える県では単純な 5%計算が

実態と乖離する可能性があるが、山口県においては概ね本試算の適用が可能と考える。 

 

Ｄ．考察 

 本分担研究を通じて、山口県としての要配慮者受入体制に関し以下の重要知見が得られた。 

 第一に、受入キャパシティは 5%の暫定基準でも医療機関約 908床・介護施設約 1,051人が見

込まれ、先島諸島からの要医療担送者（約 190名程度と沖縄側から暫定提示）を受け入れるうえ

で数的には十分な規模と考えられる。ただし、感染症患者・重症個別搬送群については一般の計

算から切り離した特殊対応枠が必要であり、また施設種別（急性期・回復期・介護施設等）と患

者状態区分のマッチング精度が実際の受入実現性を左右する。 

 第二に、搬送要員の配置においては「医療搬送」と「介護搬送」の明確な区分が重要であり、

医師は状態不安定患者・医療機器装着患者へのみ配置する一方、介護搬送には介護士・支援員を

主体とすることで人的資源の効率的活用が可能となる。加えて、到着拠点での地上要員（降機・

移動補助要員）の不足は搬送全体のボトルネックとなり得ることが能登半島地震の経験からも示

されており、計画段階での明確な位置付けが必要である。 

 第三に、指揮系統については受入医療機関・施設を県調整本部の直轄とする B案（または修正

A 案）が実務的に妥当であり、国本部は越県調整に特化させることで機能分担を明確化すべきで

ある。国本部が直接 9県＋3拠点を管理するとスパン・オブ・コントロールを超え、意思決定の

遅延や責任の曖昧化が生じるリスクがある。 

 第四に、救護班の給与・補償については、既存の自然災害対応制度（災害救助法・DMAT制度

等）の枠組みと整合させつつ、国民保護法の特殊性（武力攻撃下の危険環境、越県混成チーム

等）に対応した二層補償構造の整備が必要不可欠である。所属機関への支弁なしに従事者の確保

は困難であり、平時からの制度設計が急務である。 

 本研究の限界として、沖縄側からの状態区分別確定人数データが未確定であること、山口県行

政担当部局との公式な検討が不十分であること、国民保護法下における医療従事者の法的身分の

整理が未完了であることが挙げられる。これらは次年度以降の継続検討事項である。 

 

Ｅ．結論 

 山口県担当分担研究者として実施した本分担研究の結論として以下を提示する。 

① 山口県の受入キャパシティは 5%暫定基準で医療機関約 908床・介護施設約 1,051人と試

算され、先島諸島からの要配慮者受入に十分な規模を有するが、感染症患者・重症個別搬送

群には特別枠対応が必要である。 

② 搬送要員の配置は「医療搬送」と「介護搬送」を区分し、状態区分および搬送手段に応
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じた最低配置を基本とすること、並びに到着拠点における地上要員の明示的配置計画が必要

である。 

③ 指揮系統は受入医療機関・施設を県調整本部直轄とし、国本部は越県調整に特化させる

役割分担が合理的である。 

④ 情報管理は最低限データセットの共通様式（紙＋電子）から段階的に実装し、共通 ID基

盤と QRコード等の簡便手段を組み合わせた運用が実務的である。 

⑤ 救護班の給与は所属機関への支弁を原則とし、補償は雇用主法定補償を基層に国包括保

険を上乗せする二層構造が実効的である。 

⑥ 事前マッチングは国主導による一元的実施が有力であり、最小情報項目（基本情報・状

態区分・必要医療処置・感染症の有無・受入施設種別等）の共通化と、計画搬送を原則とし

た搬送フロー設計が、有事の調整負荷を最小化するうえで不可欠である。 

 

Ｆ．健康危険情報 

 特になし。 

 

Ｇ．研究発表 

１．論文発表 

なし 

２．学会発表 

なし 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

１．特許取得：なし 

２．実用新案登録：なし 

３．その他：なし 
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令和７年度厚生労働科学研究費補助金（厚生労働科学特別研究事業研究事業） 

「国民保護事案発生時における要配慮者の避難に際した医療提供体制の向上に資する研究」 
 

分担研究報告書 
 

「国民保護事案発生時における要配慮者の避難に際した医療提供体制の向上に資する研究

(福岡県)」 

研究分担者 ”久城 正紀“  

(福岡県済生会福岡総合病院 集中治療部 部長) 

 

研究要旨 

本研究は、国民保護事案発生時における要配慮者の広域避難に際し、福岡県における受入

体制および搬送調整の在り方を検討することを目的とした。研究班会議および福岡県関係

部局との協議を通じて、広域的な指揮系統や組織体制、福岡空港を起点とした各県および

県内搬送体制、救護班の配置および人員構成について検討した。その結果、国の現地対策

本部を福岡に設置する方向性を含めた指揮系統や運用体制が整理された。また、受入キャ

パシティや情報共有体制、救護班の運用および処遇に関する課題を抽出し、実効性のある

医療提供体制構築に資する知見を得た。 

Ａ．研究目的  

 国民保護事案発生時における要配慮者の広

域避難に際し、福岡県における受入体制およ

び搬送調整の在り方を明らかにすることを目

的とする。特に、九州・山口を含む広域的な

指揮系統および組織体制、福岡空港を起点と

した広域搬送および県内搬送、ならびに救護

班を含めた人材配置および運用体制について

検討し、実効性のある医療提供体制の構築に

資する基盤の整理を行う。 

Ｂ．研究方法 

 本研究は、研究班会議および福岡県関係部

局との担当者会議、関係機関との協議を通じ

た検討型研究として実施した。具体的には、

既存の国民保護計画および沖縄県における検

討状況を踏まえ、福岡県における要配慮者の

受入体制および搬送調整について、指揮系統

および組織体制、搬送フローおよび搬送手段、

救護班を含めた人材配置および運用体制、受

入キャパシティ、情報共有体制等の各項目に

ついて検討・整理を行った。さらに、研究班

における議論および各県の検討内容を踏まえ、

福岡県としての対応案の整理および課題抽出

を行った。 

（倫理面への配慮） 

  

Ｃ．研究結果 

1. 九州・山口・沖縄を含む全体の組織図

（指揮系統図）と自県での本部体制・

受け入れ拠点設置＝組織図（指揮系統

図）：別添資料のとおり検討を進めて

いる。 

2. 福岡空港、鹿児島空港、鹿児島港到着

後〜各県の移送手段：別添資料のとお

り検討を進めている。 

3. 各県内における移送手段：別添資料の

とおり検討を進めている。 

4. 移送に必要な医療・福祉関係者の役割

と必要数、チーム構成など 

5. 下表のように、患者様態に応じて配置

すべきと考える。 
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6. 避難に関わる情報管理（事前、避難中、

避難後の情報共有方法の確立）につい

て 

下表の情報が把握できることが望ま

しいと考える。 

 

共有手段は、ID で管理され、QR コー

ドやバーコードで患者情報閲覧・情報

登録可能であり、医療機関と同様にデ

ータベース管理されていることが望

ましい。避難中は携帯端末で上記コー

ドを読むことにより、選択式で簡易に

記録できる様態が望ましい。避難後は、

医療機関に引き継ぐ場合は引継時ま

でとし、避難所等医療機関でない場合

は記録継続する。 

7. 救護班の給与と補償について 

国民保護事案における医療従事者の

派遣にあたっては、まず派遣体制およ

び勤務形態の整理が必要と考える。特

に、活動指揮・統括を担う人員につい

ては、長期間の活動が想定されること

から、出向等による準公務的な勤務形

態を検討することも必要と考える。 

そのため、勤務形態として以下 2つを

提案する。 

① 準公務（出向）型と DMAT（出張）

型を併用する体制 

② DMAT（出張）型を基本とする体制 

一方で、従来の DMAT 型のみでは、手

当や補償の面で十分とは言えない可

能性がある以下の通り、費用負担構造

案および費用の設定基準案を提案す

る。 

 

本事案は災害対応とは異なる枠組み

である国民保護事案であることから、

給与補填および補償については、国が

主体として実施することが望ましい

と考える。また、迅速な活動開始を可

能とするため、資機材等の必要経費に

係る支払い体制についても、今後併せ

て検討する必要があると考える。 

 

Ｄ．考察  

 広域避難においては、複数県にまたがる

搬送および受入調整が必要となるため、指

揮系統の一元化が不可欠である。本研究に

おいては、国の現地対策本部を福岡県に設

置する方向性が示されるとともに、各県内

における指揮系統の在り方についても整理

された。広域避難においては、国による統

括機能と各県の役割分担を明確にすること

が重要であり、国と県の責任範囲や権限の

整理を含めた制度設計が今後の課題である。 

福岡空港を起点とした各県への搬送および
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県内搬送においては、沖縄県で整理された 7

つの搬送区分を踏まえ、搬送区分に応じた

搬送手段の選択と搬送拠点を設置した体制

整備が必要であると考えられた。また、搬

送手段の確保やその調整方法は今後の検討

課題である。さらに、医療・福祉関係者の

役割や必要数、チーム構成を整理し、各搬

送拠点および受入医療機関支援に必要な人

員配置について検討した。これらを踏まえ、

長期的な対応を見据えた人員確保が重要な

課題である。 

要配慮者の広域避難においては、事前、搬

送中、受入後の各段階における情報を一貫

して管理・共有する体制の整備が不可欠で

ある。本研究においては、搬送区分や受入

先に応じた情報項目の整理の必要性が示さ

れた。一方で、通信環境の制約やシステム

間の互換性といった課題が想定されること

から、情報共有手段の標準化や運用ルール

の明確化が重要であり、平時からの情報基

盤整備および関係機関間の連携強化が求め

られる。 

救護班の運用においては、長期間にわたる

活動への対応が求められることから、適切

な給与および補償制度の整備が不可欠であ

る。本研究においては、いわゆる DMATのよ

うな出張型の枠組みにとどまらず、準公務

的な位置付けを含めた勤務形態の在り方に

ついて検討する必要性が示された。現行制

度においてはその整理が十分とは言えず、

国民保護事案に対応した制度設計が求めら

れる。 

要配慮者と受入先施設の事前マッチング

については、搬送の効率化および現場にお

ける調整負担の軽減の観点から、平時から

一定程度の施設間および地域間マッチング

を可能とする情報共有・調整体制の整備が

重要である。一方で、想定される要配慮者

数の規模が明確でないことから、受入キャ

パシティの検討や事前マッチングの具体化

が十分に進んでいない。このため、まずは

搬送対象となる要配慮者数の概算を整理し、

それに基づく受入可能数の把握およびマッ

チング体制の構築を進める必要がある。さ

らに、事前マッチングを基本としつつ、状

況に応じた柔軟な再調整が可能な運用体制

の整備が求められる。 

 

Ｅ．結論 

 本研究により、要配慮者の広域避難におけ

る福岡県の受入体制および搬送調整の在り方

について、広域的な指揮系統、搬送体制、救

護班を含めた人材配置、情報共有体制の各側

面から整理を行った。特に、国の現地対策本

部を福岡県に設置する方向性のもと、国と各

県の役割分担を明確にした体制整備の重要性

が示された。今後は、受入キャパシティの把

握、事前マッチングの推進、制度設計の整理

等を進めることで、実効性のある医療提供体

制の構築が求められる。 

 

Ｆ．健康危険情報 

 なし 

Ｇ．研究発表 

 なし 

1. 論文発表 

 なし 

2. 学会発表 

なし 

（発表誌名巻号・頁・発行年等も記入） 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

（予定を含む。） 

1. 特許取得：なし 

2. 実用新案登録：なし 

3. その他：なし 
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令和７年度厚生労働科学研究費補助金（厚生労働科学特別研究事業研究事業） 

「国民保護事案発生時における要配慮者の避難に際した医療提供体制の向上に資する研究」 
 

分担研究報告書 
 

「国民保護事案発生時における要配慮者の避難に際した医療提供体制の向上に資する研究

(長崎県)」 

研究分担者 髙山 隼人  

(国立病院機構長崎医療センター・院長) 

 

沖縄県の先島諸島からの要配慮者の広域避難に関して、長崎県の受入課題を整理する。

【方法】想定されている要配慮者の情報から、搬送拠点と受入拠点、ならびに搬送手段、

搬送の際の医療・介護者の配置などを検討する。【結果】福岡空港、鹿児島空港、鹿児

島港の搬送拠点から長崎県までは、JR・バス・福祉車両・医療機関救急車が考えられる。

県内移動は、容態変化がない場合は移動車両で受入施設まで、容態変化がある場合は避

難先連絡所にて医療評価を実施し受入先を調整する。長崎県の避難先連絡所は出島メッ

セと佐世保港国際ターミナルが適地と考える。受入体制の組織図は、県庁に調整本部、

長崎・県央・県南地域は出島メッセ避難先連絡所と佐世保・県北地域は佐世保港国際タ

ーミナル避難先連絡所に活動拠点を置き、調整チームと医療チームならびに搬送チーム

を配置する。【考察】要配慮者 11,200人の内 200人は災害拠点病院で受入し、残り 11,000

人を各県に分散搬送し、長崎県には約 1,000人の受入を想定する。在宅療養者や福祉施

設からの要配慮者はコミュニティー単位で受入できるように県内の施設情報からマッ

チングが必要となるので医療的な助言を行い、病院からの広域避難は 2次 3次医療機関

での受入調整を積極的に行う。【結語】沖縄先島諸島の要配慮者広域避難に伴う長崎県

の受入態勢に関して検討した。組織は、本土地区を JR や高速道路の関係で 2 つの区分

し避難所連絡先に活動拠点を置く。今後、医療チームや県内搬送手段の調整、さらに受

入先のマッチングへの助言や調整を行う必要がある。 

Ａ．研究目的  

 国民保護法に基づき住民の広域避難が実

施される場合、特に高齢者、障害者、妊産

婦、乳幼児、慢性疾患患者など、避難行動

や避難先での生活において特別な支援を要

する「要配慮者」に対する支援体制の整備

が重要である。 

現在、沖縄県では九州・山口各県等と連

携し、離島地域からの避難手順や避難先地

域での受入体制の整備に関する検討が進め

られている。このような広域避難において

は、在宅で医療を要する者、福祉施設入所

者、あるいは入院患者であることが想定さ

れる要配慮者の搬送手段の確保、医療支援

体制の構築、情報共有の仕組みなど、複合

的かつ実務的な課題が存在する。 

受け入れる長崎県においての整理すべき

課題を検討する。 

 

Ｂ．研究方法 

 沖縄県先島地域から想定されている要配

慮者の情報から、搬送拠点と受入拠点、な

らびに搬送手段、搬送の際の医療・介護者

の配置などを検討する。 

（倫理面への配慮） 
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Ｃ．研究結果 

1. 九州・山口・沖縄を含む全体の組織図

（指揮系統図）と自県での本部体制・

受け入れ拠点設置＝組織図（指揮系統

図） 

 沖縄県から搬送拠点として、北部九

州では福岡空港、南部九州では鹿児島

港と鹿児島空港が指定されており、搬

送拠点と九州・山口各県調整本部を統

括するために、九州・山口統括指揮本

部を設置する。設置場所としては、国

土交通省や厚生労働省の地方局が所

在する福岡市が適地と思われる。 

 長崎県では、県庁に災害対策本部が

できるので、調整本部を設置する。本

土地区を長崎・県央・県南地域と佐世

保・県北地域に受入拠点かつ活動拠点

を設置する。 

 

2. 福岡空港、鹿児島空港、鹿児島港到着

後〜各県の移送手段 

搬送拠点から長崎県までは、JR・バ

ス・福祉車両・医療機関救急車が考え

られる。 

JR利用の場合：空港・港からバス等を

使って駅まで移動し、JRで新鳥栖駅も

しくは武雄温泉駅で乗り換え、長崎駅

まで移動する。避難先連絡所を経由し

て、県内施設や医療機関にバスもしく

は車両で移動する。 

バス・福祉車両・医療機関救急車利用

の場合：搬送拠点から受入先施設に搬

送する。搬送中の容態変化もしくは受

入先未決定者は、避難先連絡所に搬送

し、受入先の調整を行う。 

長崎県内の避難先連絡所（受入拠

点）は、長崎市の出島メッセと佐世保

市の佐世保港国際ターミナルが適地

である。 

 

3. 各県内の本土地区における移送手段 

福祉車両と医療機関救急車ならび

にバス、消防救急車が想定される。 

・福祉車両は、125 事業所が有してい

るが、臥床状態で搬送可能な車両の調

査が必要である。 

・医療機関の臥床患者を搬送可能な救

急車は、EMIS 上 15 台である。令和元

年の調査では患者搬送可能な車両 71

台（緊急走行可否不明）であったので、

最新の情報収集が必要である。 

・消防救急車は、本土地区 6消防（局）

本部から予備車等の支援が想定され

る。 

・バスは、県営バスを中心に県下のバ

ス運営会社の協力を得る。 

 

4. 移送に必要な医療・福祉関係者の役割

と必要数、チーム構成など 

・搬送 

車両による搬送 

バス：要配慮者多数に対して、看護師

が 1人と介護職が 1人で搬送する。 

車両複数台：要配慮者多数に対して、

医師が１名もしくは看護師が 1人と介

護職が２台に 1人で搬送する。 

鉄道による搬送 

要配慮者多数に対して、医師が１編成

１名、看護師が２両 1人と介護職が一

両に 2人で搬送する。 

・受入医療機関支援 

基本的には、当該医療機関のキャパシ

ティーの範囲内での分散受入を行う

が、支援が必要な場合は県庁の調整本

部で派遣を検討する。 
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5. 避難に関わる情報管理（事前、避難中、

避難後の情報共有方法の確立）につい

て 

事前情報としては、必須項目が名前、

年齢、性別、住所である。可能ならば

介護度、護送・担送の有無、医療的ケ

アの有無があると受入調整を行いや

すい。 

搬送中・受入後の手段としては、QR

コードによるチェックなど簡易的に

した方が良い。 

 

6. 救護班の給与と補償について 

・給与 

所属の出発から帰院までは、国の身

分の非常勤職員として兼業とする。ま

た、派遣元医療機関への欠員分の保障

を支出し、派遣しやすい状況を作る必

要がある。 

・補償 

活動中は、国の非常勤職員として国

家賠償法による補償が適切である。 

 

7. 要配慮者と搬送先施設の事前マッチ

ングの手順 

原則は、類似施設での受入、コミュ

ニティーの維持を行う。しかし、受入

側のキャパシティーの関係で分散さ

れることはあるが、単独受入を避ける。 

 

Ｄ．考察  

 沖縄県の先島諸島からの国民保護事案に

関する住民避難に対して、九州・山口各県

が受入体制を整えているが、要配慮者に関

しては受入準備が不十分である。 

 令和 7 年末時点での沖縄県の要配慮者は

約 11,200人と想定されており、内約 200人

は医療搬送・重担送のため九州各県の災害

拠点病院で一時受入することが妥当と考え

る。残りの約 11,000人は、福岡県 3,000人、

熊本県 2,000人、佐賀県・長崎県・大分県・

宮崎県・鹿児島県・山口県 1,000 人程度の

分散搬送が想定される。 

 そこで、要配慮者 1,000 人を長崎県で受

入体制を検討した。搬送拠点の福岡空港・

鹿児島空港・鹿児島港からの移動を考慮す

ると長崎県の本土地区での受入が適切であ

る。 

 長崎県内の避難先連絡所の設置場所に関

しては、1か所であれば長崎駅側の出島メッ

セが適地である。しかし、要配慮者の搬送

手段がバスや福祉車両による搬送の際は、

佐世保・県北地域での受入の場合は西九州

自動車道を使うため、佐世保港国際ターミ

ナルが適地と考える。 

 避難先連絡所にて、搬送中の変化があっ

た要配慮者に対して医療的な評価を行い地

域内への受入先調整を行う必要があるため、

診療チームと受入先調整チーム、ならびに

搬送チームと搬送車両（医療機関救急車・

消防救急車）の準備が必要である。 

 長崎県の受入態勢の組織図としては、長

崎県庁の災害対策本部の調整本部の下に、

長崎・県央・県南地域の避難先連絡所、佐

世保・県北地域の避難先連絡所に活動拠点

を設置する。下部組織の役割としては、管

轄地域内での受入調整を行い、調整困難な

際には県庁調整本部が調整を行う形を整え

る。 

 今後、在宅療養者や福祉施設から広域避

難者をできるだけコミュニティー単位で受

入できるように県内の施設情報からマッチ

ングが必要となるので医療的な助言を行い

たい。また、病院からの広域避難は、2次 3

次医療機関での受入調整を積極的に行う。 
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Ｅ．結論 

 沖縄県の先島諸島からの要配慮者の広域

避難に伴う長崎県の受入態勢に関して検討

した。組織としては、本土地区を JRや高速

道路の関係で 2 つの区分し避難所連絡先に

活動拠点を置く。今後、医療チームの調整

や県内搬送手段の調整、さらに受入先のマ

ッチングへの助言や調整を行う必要がある。 
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令和8年4月12日 
                                       

国立保健医療科学院長 殿 
                                                                                              
                   
                              機関名 熊本赤十字病院 

 
                      所属研究機関長 職 名 院 長 
                                                                                      
                              氏 名 奥本 克己 
 

   次の職員の令和７年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名 健康安全・危機管理対策総合研究事業                                       

２．研究課題名 国民保護事案発生時における要配慮者の避難に際した医療提供体制の向上に資する研究      

３．研究者名  （所属部署・職名）集中治療科・部長                                  

    （氏名・フリガナ）奥本克己・オクモトカツキ                                  

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 □   ☑ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ☑ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ☑ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ☑ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 

                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 □   未受講 ☑ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ☑ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ☑ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ☑ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ☑（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 

                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



令和 8 年 4 月 20 日 
                                       

国立保健医療科学院長 殿 
                                                                                               
                              機関名 鹿児島市立病院 

 
                      所属研究機関長 職 名 病院長 
                                                                                      
                              氏 名 堀 剛     
 

   次の職員の令和７年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名 健康安全・危機管理対策総合研究事業                                       

２．研究課題名 国民保護事案発生時における要配慮者の避難に際した医療提供体制の向上に資する研究      

３．研究者名  （所属部署・職名） 救急科 部長                                

    （氏名・フリガナ） 吉原 秀明 ヨシハラ ヒデアキ                                 

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 
未審査（※

2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫

理指針（※3） 
 □   ☑ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ☑ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ☑ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ☑ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 

                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対象
とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ☑   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ☑ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ☑ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ☑ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ☑（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 

                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



令和 8年 4月 13日 
                                       

国立保健医療科学院長 殿 
                                                                                              
                   
                              機関名 福岡県済生会福岡総合病院 

 
                      所属研究機関長  職 名 院長 
                                                                                      
                               氏 名    定永 倫明      
 

   次の職員の令和７年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名 健康安全・危機管理対策総合研究事業                                       

２．研究課題名 国民保護事案発生時における要配慮者の避難に際した医療提供体制の向上に資する研究      

３．研究者名  （所属部署・職名）  救命救急センター・部長                                

    （氏名・フリガナ）  久城 正紀 ・ クジョウ マサノリ                                

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 □   ■ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   □ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 

                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 

                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



令和 8 年 4 月 20 日 
                                       

国立保健医療科学院長 殿 
                                                                                              
                   
                              機関名 沖縄赤十字病院 

 
                      所属研究機関長 職 名 病院長 
                                                                                      
                              氏 名 赤嶺 盛和   
 

   次の職員の令和７年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名 健康安全・危機管理対策総合研究事業                                       

２．研究課題名 国民保護事案発生時における要配慮者の避難に際した医療提供体制の向上に資する研究      

３．研究者名  （所属部署・職名）  救急集中治療部 第一救急集中治療部長                              

    （氏名・フリガナ）  佐々木 秀章 ササキ ヒデアキ                              

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 □   ☑ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ☑ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ☑ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ☑ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 

                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 □   未受講 ☑ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ☑ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ☑ 無 □（沖縄赤十字病院倫理委員会にて COI 管理         ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ☑ 無 □（無の場合はその理由：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ☑（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 

                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



令和 8年 5月 29日 
                                       

国立保健医療科学院長 殿 
                                                                                              
                   
                              機関名 国立健康危機管理研究機構 

 
                      所属研究機関長 職 名 理事長 
                                                                    
                              氏 名 國土 典宏        
 

   次の職員の令和７年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名 健康安全・危機管理対策総合研究事業                        

２．研究課題名 国民保護事案発生時における要配慮者の避難に際した医療提供体制の向上に資する研究  

３．研究者名  （所属部署・職名）国立健康危機管理研究機構・危機管理・運営局・DMAT 事務局・次長 

    （氏名・フリガナ）若井 聡智 （ワカイ アキノリ）                  

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 □   ■ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 

                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 ■ 無 □（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 

                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



令和 ８年 ４月 １３日 
                                       

国立保健医療科学院長 殿                                                                     
                                            
                     機関名 地方独立行政法人 佐賀県医療センター好生館 

 
                      所属研究機関長 職 名  館長 
                                                                                      
                              氏 名   田中 聡也 
 

   次の職員の令和７年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名 健康安全・危機管理対策総合研究事業                                       

２．研究課題名 国民保護事案発生時における要配慮者の避難に際した医療提供体制の向上に資する研究      

３．研究者名  （所属部署・職名）   災害対策室・救急科                               

    （氏名・フリガナ）   小山 敬（コヤマ タカシ）                                

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 □   ☑ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ☑ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ☑ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ☑ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 

                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ☑   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ☑ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ☑ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ☑ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ☑（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 

                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



令和 ８年 ４月１７日 
                                       

国立保健医療科学院長 殿 
                                                                                              
                   
                              機関名   山口大学 

 
                      所属研究機関長 職 名   学長 
                                                                                      
                              氏 名   谷澤 幸生         
 

   次の職員の令和７年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名 健康安全・危機管理対策総合研究事業                                

２．研究課題名 国民保護事案発生時における要配慮者の避難に際した医療提供体制の向上に資する研究     

３．研究者名  （所属部署・職名）   大学院医学系研究科 ・ 准教授                              

    （氏名・フリガナ）   藤田  基 ・ フジタ モトキ                          

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 □   ■ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ

クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対

象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 
研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



令和８年４月１４日 
                                       

国立保健医療科学院長 殿 
                                                                                              
                   
                              機関名 宮崎大学 

 
                      所属研究機関長 職 名 医学部長 
                                                                                      
                              氏 名 盛武 浩       
 

   次の職員の令和７年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名 健康安全・危機管理対策総合研究事業                                       

２．研究課題名 国民保護事案発生時における要配慮者の避難に際した医療提供体制の向上に資する研究      

３．研究者名  宮崎大学医学部病態解析医学講座 救急・災害医学分野 教授                                  

    落合 秀信 オチアイ ヒデノブ                             

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 □   ☑ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ☑ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ☑ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ☑ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 

                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ☑   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ☑ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ☑ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ☑ 無 □（無の場合はその理由：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ☑（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 

                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 


